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＜講演要旨＞ 

 

平成19年度第３回講演会（年末講演会）開催 

 
冷凍食品技術研究会 

事務局 

 

今年度第３回目の講演会は年末講演会と題し、下記の通り開催された。参加者は55名で講演

会終了後は、例年通り、忘年会を兼ねた懇親会が行われ、盛況のうちに終了した。（なお、質

疑応答の内容を講演要旨の末尾に掲載しました。） 

 

記 

１ 日時：平成19年12月７日（金）13：00～17：20 

２ 場所：虎ノ門パストラル 

３ 講演テーマ： 

講演Ⅰ 「調理冷凍食品の課題と今後の展望」 

日本水産㈱ 家庭用食品部部長     新藤哲也 

 

講演Ⅱ 「食品リサイクル法について」 

財団法人 食品産業センター 

技術部部長              塩谷 茂 

 

講演Ⅲ 「最近の食品衛生監視に係る話題」 

厚生労働省医薬食品局食品衛生部 

監視安全課衛生専門官         田中 誠 

 

以上 

 

＜事務局から＞ 

本文中で、内容の判読、判別ができずお困りの方は、事務局までお問合せ下さい。 

ご指定の箇所を拡大してお送りします。 

 

お問合せ先：冷凍食品技術研究会事務局（担当：佐藤） 

〒105-0012 東京都港区芝大門２－４－６（㈶日本冷凍食品検査協会内） 

TEL：03－3438－1411  FAX：03－3438－1980 

E－mail：ｈ＿sato@jffic.or.jp 
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講演Ⅰ「調理冷凍食品の課題と今後の展望」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

冷凍食品の展望と今後の課題

～食の争奪戦と安全安心と店頭販促～

2007.12.7 日本水産（株）家庭用食品部 新藤

目次

Ⅰ 冷凍食品を取り巻く環境

・資源の争奪戦が始まった

・安全に対する揺らぎ

Ⅱ冷凍食品の変遷

Ⅲ冷凍食品の課題とその対策

・冷凍食品の新しい売り方とは？

Ⅳ最後に

冷凍食品を取り巻く環境

Ⅰ 資源の争奪戦が始まった

２００６年１２月２３・２４日 日本経済新聞

Ⅰ-（１）食糧を世界が奪い合う

『食糧も原油や金属と同じ限りある資源』

輸入に大半を依存する日本にとって大きな問題となりつつある
食糧は適切に管理すれば持続的に利用できる点が
原油や金属と根本的に異なる

Ⅰ-（２）忘れ去られたこと：1972年Food Crisis（世界食糧危機）
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1972年
ソ連・中国・インド・オーストラリア・アフリカ・
東南アジアで天候不順となり、20年間で始め
て世界の穀物生産が低下した。ソ連の緊急
輸入が契機となり穀物相場が急上昇した。
（この年はエルニーニョ発生）

1974年
オイルショックにより肥料コストや輸送コスト
が上昇し、米国の穀物生産が振るわなかった
ことと重なり、穀物価格はさらに上昇した。

～1971年
1960年代から1970年初頭にかけて穀物は過
剰生産・過剰在庫の状態であった。

1973年
穀物生産は増加したが、在庫の増加に結び
つかなかった。

Food
Crisis

※当時の食糧危機の火付役ソ連の人口は2億5千万人。現在の中国の人口は13億人。

世界の主要穀物生産量推移(1969-1974）
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Ⅰ-（２）忘れ去られたこと：1972年Food Crisis（世界食糧危機）
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Ⅰ-（３）人口：世界の人口動態予測 Ⅰ-（３）人口：各国の人口ピラミッド（2005年推定）
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Ⅰ-（４）食糧：食料俯瞰ー世界の生産と貿易量

・生産と貿易量(ＦＡＯ2004)
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生産（中国）

輸入（中国）

生産（中国／世界）

生産(世界) 2,171,510 229,030 155,871

輸入(世界) 385,531 27,597 29,716

輸入／生産 17.80% 12.00% 19.10%

生産（中国） 420,509 64,841 58,601

輸入（中国） 43,969 2,842 2,977

生産（中国／世界） 19.30% 28.30% 37.60%

輸入（中国／世界） 11.40% 10.30% 10.00%

穀物（大豆、米、小麦、コーン） 畜肉（牛肉、豚肉、鶏肉） 水産物

Source: FAOSTAT 2004

[単位：千㌧]

【2,171,510】
→
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Ⅰ-（４）食糧：世界の主要穀物生産量推移

Source: FAOSTAT 1961-2004
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Ⅰ-（４）食糧：世界の肉類生産量推移

Source: Fish Stat
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Ⅰ-（４）食糧：世界各国の降水量 Ⅰ-（４）食糧：1トン生産に必要な水の量
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Ⅰ-（４）食糧：主要国の人口一人当りの耕地面積

人 口 ： FAO FAOSTAT PopulationーEstimates

耕地面積 ： FAO FAOSTAT LAND USE Arable & Permanent Crops
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国民一人当たり耕地面積（2003年　単位：ｈａ）

国民一人当たり耕地面積
中国人口 約13億人
中国人動物蛋白質摂取量1日当り 約34ｇ→約47ｇ（日本人並摂取量とすると）
中国年間動物蛋白質消費増加量 約620万トン（13億人×13ｇ×365日）
中国年間肉類増加必要量 約5000万トン（620万トン÷12.5％）

（肉類の蛋白質含有量約12.5％）

中国が増加する

肉類の生産に必要な飼料（穀物） 約1億トン （鶏飼料効率約2倍）

Ⅰ-（４）食糧：誰が中国を養うのか

Who will feed ChinaWho will feed China？？
Lester.R.BrownLester.R.Brown 19941994

1972年約1200万トン、1973年約2000万トン
＜食糧危機でソ連が緊急輸入した穀物＞
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Ⅰ-（４）食糧：一次生産品生産量・価格推移
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Ⅰ-（４）食糧：鮭鱒の世界市場の変化(消費量推移）

Source: FISHSTAT ※消費量＝生産量＋輸入量ー輸出量にて算出

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004

単位：１０００トン

北米 EU（２５）
日本 中国
ロシア その他



 

冷 凍 食 品 技 術 研 究 No．78 2008．３月 

－6－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ-（４）食糧：えびの世界市場の変化(消費量推移）
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Ⅰ-（５）バイオエネルギー：燃料エタノールの生産量推移

Source: 環境省 HPより（元データはF.O.Licht社提供）

世界全体のエタノール生産量の推移（１９８０－２００４）
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米国におけるトウモロコシの用途内訳（単位：１０００トン）

Source:  農林水産総合研究所ＨＰより

Ⅰ-（５）バイオエネルギー：米国におけるトウモロコシの用途

日本を巡る食糧以外の争奪戦

レアメタル ⇔ハイテク産業の生命線

CO2排出権 ⇔ 環境の事業化、環境問題の

新たな枠組み

メタンハイドレート⇔中韓との関係

Ⅰ-参考：資源ウォーズ

冷凍食品を取り巻く環境

Ⅱ 安全に対する揺らぎ

Ⅱ冷凍食品を取り巻く環境 -（１） 『食』の信頼

Ｍ社社長
『安い原料を、というニーズに応えただけ』

Ｉ社社長
『菓子に賞味期限を表示することが義務
だとは知らなかった』

A社社長

『冷凍も製造工程の一つと考えていた。
味や食感は変わらず、細菌検査もしたた
め品質に影響はない』

2007/08/15 日本経済新聞（地方版）2007/06/23 日本経済新聞 これでは信頼を取り戻すどころではない

信頼の置けない業界だという心証を消費者に与えた
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＜2005年度対比＞

＜月別＞ ポジティブリスト制2006年5月末導入
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参考：ポジティブリスト施行から約１年４ヶ月

輸入国別食品衛生法違反実績（日本）

【輸入国別違反件数（06年上位10カ国）】

06年度
輸入時検査による中国産品輸入防止件数
（主な違反事例）

・水産品の残留動物用医薬品違反（59件）
・農産食品の残留農薬違反（71件）
・加工食品等の指定外添加物違反（73件）

Ⅱ-（２）ポジティブリスト施行から約１年４ヶ月

インド
31件, 2%
(1.3%)

インドネシア
30件,2%
(0.3%)

イタリア
29件, 2%
(0.7%)

台湾
50件, 4%
(0.7%)

エクアドル
69件, 5%
(16.7%)ガーナ

71件, 5%
(15.0%)

タイ
120件, 9%

(0.6%)

ベトナム
147件, 11%

(1.2%) アメリカ
239件, 19%

(1.0%)

中国
530件, 41%

(0.6%)

中国

アメリカ

ベトナム

タイ

ガーナ

エクアドル

台湾

インド

インドネシア

イタリア

Date Source：食品産業中央協議会資料
※届出件数に対する違反件数（カッコ内は検査件数に対する違反件数の割合

参考：中国バッシング

中国バッシングが冷凍食品にも大きな影響を及ぼした
しかし・・・中国からの食品輸入抜きに日本の食生活は成り立たない

2007.7/12、7/24､7/25日本経済新聞

Ⅱ-（４）改めて取り組まなければならなくなった

07.01.18 日経夕刊

どんな資源を
信頼できる国・地域の資源
Ｓｕｓｔａｉｎａｂｌｅな資源

誰がどうやって加工したのか
信頼できる企業
安全・安心に加工される

Ｓｕｓｔａｉｎａｂｌｅ、Ｔｒａｃｅａｂｌｅの価値の再認識

Ⅲ 冷凍食品の変遷

Ⅲ-（１）創生期の冷凍食品

■昭和35年頃の冷凍食品

当時の売場の様子
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Ⅲ-（１）創生期の冷凍食品 普及活動
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Ⅲ-（３）家庭用冷凍食品の生産数量・金額の推移
（冷凍食品協会調べ）（冷凍食品協会調べ）

夕食主菜

弁当主菜

スナック
（主食的）

スナック
（おやつ的）

弁当主菜

弁当副菜

夕食主菜

デザート

油ちょう 焼き・炒め ｵｰﾌﾞﾝﾄｰｽﾀｰ 鍋
ボイル

電子ﾚﾝｼﾞ （流水解凍） 凍ったまま自然解凍

解凍・調理方法解凍・調理方法
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Ⅲ-（４）冷凍食品マップ
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調理冷凍食品

冷凍野菜輸入量

国内生産数量

冷凍食品生産量・輸入量比率推移（家庭用・業務用）

（冷凍食品協会調べ）（冷凍食品協会調べ）

2002年調査 10～50代以上男女 1,5846名 （マイボイスコム調べ）2002年調査 10～50代以上男女 1,5846名 （マイボイスコム調べ）

Ⅲ-（６）生活者にとっての冷凍食品の位置づけ

■冷凍食品の購入理由 ■冷凍食品のメリット
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■購入時の重視点

2004年調査 20～60代男女 733名 （冷凍食品協会調べ）2004年調査 20～60代男女 733名 （冷凍食品協会調べ）

Ⅲ-（７）食における冷凍食品の位置づけ

3,962冷凍調理食品

2,624カップめん

3,352調理パン

6,801食パン

3,974おにぎり・その他

0,884すし（弁当）

13,553弁当

支出金額計品目

平成18年家計調査より 1世帯当たり支出金額（円）

カップ麺・調理パンなどと比べても冷食の位置づけは高い
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Ⅳ 冷凍食品の課題とその対策

~冷凍食品の新しい売り方とは？~

参考：店頭用ミニTVによる販促
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枝豆 茶豆

【Aチェーンでの展開例】 【ミニＴＶ設置後の販売実績】

設置後の販売点数は確実にＵＰ

参考： フロア大陳
Ⅴ最後に、まとめ

• 食を取り巻く環境や生活者の食に関するスタイル
が大きく変化する中、冷食の持つ可能性は非常
に大きい。（簡便、美味しさそのまま、保存可能）

冷凍食品の価値を正しくご評価いただけるための
活動を、業界をあげて徹底していくことが必要で
ある。
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改正食品リサイクル法の概要

平成１９年１２月７日

（財）食品産業センター

技術部 塩谷 茂

！

循環型社会形成のための法制度

廃棄物処理法
(平成13年4月改正）

廃棄物の適正処理

容器包装
リサイクル法

(平成12年4月完全施行）

家 電
リサイクル法

(平成13年4月施行）

食 品
リサイクル法

(平成13年5月施行）

循環型社会形成推進基本法 （平成13年1月施行）

（ 基本原則・国、地方公共団体、事業者、国民の責務・国の施策 ）

グリーン購入法(平成13年4月施行）

資源有効利用促進法
(平成13年4月施行）

環境配慮設計・リサイクルの推進

建設資材
リサイクル法

(平成14年5月施行）

自動車リサイクル法
（完全施行平成１７年1月）

平成１２年６月成立Ｈ１２年度「循環型社会元年」と位置づけ

食品リサイクル法の改正概要

１．再生利用等の手法に「熱回収」を追加（第２条他）

２．中央環境審議会の追加（第３，７，１０条関連）

３．食品廃棄物等多量発生事業者の定期報告義務
（第９条他）

４．ﾌﾗﾝﾁｬｲｽﾞﾁｪｰﾝ事業を展開する食品関連事業者

の一体的取扱い（第９条２項）

５．再生利用事業計画の認定制度の見直し（第１９条、

２０条、第２１条第２項及び第３項）

６．新たな実施率目標

１）再生利用等実施率目標 ２）発生抑制目標

７．その他の見直し等

１．再生利用等の手法に「熱回収」を
追加する。

• 熱回収とは、①自ら又は②他人に委託、ない
し③譲渡により、食品循環資源を熱を得るこ
とに利用すること。

• ただし、以下の２つの要件を満たした場合の
み、選択できる。

１．再生利用の困難性

２．得られる熱又は電気の量

熱回収選択の要件

１．再生利用の困難性（経済的又は技術的に著しく困難であ
ること）：次の（１）又は（２）に該当すること。

（１）再生利用施設の立地条件

半径７５キロの範囲内に再生利用施設がない場合

（２）再生利用施設における受入れ状況

ア 処理能力超過、イ 取り扱わない種類

ウ 塩分濃度など性状が取り扱わない種類

２．得られる熱又は電気の量

次の①又は②に示す一定量以上のエネルギーが回収され、
適切に利用されること。

①メタン化と同等以上の１トン当たり１６０ＭＪ以上

②廃食用油及び同程度の発熱量（35MJ/kg）を有する食品

循環資源１トン当たり２８０００MJ以上
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Q1.「熱回収」とは具体的にどのような

ことをいうのか教えてください。

• A１．「熱回収」は、食品循環資源を燃焼させ

て、熱をボイラー等により回収し、発電又は熱
のまま利用することです。熱のまま外部供給
することは、それほど多くないことから、電気
（売電）が主になると考えられます。

Q３.「熱回収」と単純な焼却処分の違

いについて教えてください。

A３．食品循環資源の「熱回収」は、循環型社会

形成推進基本法の基本原則に即し、再生利
用の次ぎの順序に位置づけられるもので、再
生利用と同じ「循環的利用」と考えます。

一方、食品循環資源の単純な焼却処分は、同
法において「循環的利用」とは区別され、「処
分」に分類されるので、再生利用等の実施率
の算定には組み入れません。

３．食品廃棄物等多量発生事業者の定期報告義務
：食品廃棄物等の発生量が一定規模（１００トン/年）以上の食品関連
事業者（多量発生事業者）に、毎年度定期報告義務

１００トン以上の対象事業者：約１７０００事業者

１００トン以上
の事業者の
過半数以上

が、
目標を達成し
ていない！

指導監督の
強化策

定期報告方法
毎年６月末日までに、前年度の定期報告事項について、原則として、電子申請により報告

定期報告事項

⑪ﾌﾗﾝﾁｬｲｽﾞﾁｪｰﾝにあっては、２の約款の

定めのうちいずれかの有無等

⑩再生利用により得られた特定肥飼料な
どの製造量又は熱回収により得られた熱
量等

⑨判断の基準となるべき事項の遵守状況

（チェック形式：適又は不適を記載）その他
の食品循環資源の再生利用等の推進のた
めに実施した措置

⑧食品循環資源の再生利用等の再生利用等の実施率⑦減量の実施量

⑥熱回収の実施量⑤再生利用の実施量

④発生抑制の実施量
（基準年度③－当該年度③）÷当該年度②

③発生原単位（①÷②）

②売上高、製造数等の食品廃棄物等の発生量と

密接な関係を有する数値
①発生量

Ｑ２．廃食用油及び同程度の発熱量
（35MJ/kg）を有する食品循環資源の「熱回収」

とはどのようなことを指すのか教えてください。

Ａ２．廃食用油又は例えば醤油のようものをボ
イラーで焚いて、得られた蒸気をプロセス用
に利用する場合が想定されます。ただし、ボ
イラー熱源として利用する食品循環資源は、
廃食用油と同等の発熱量（ 35MJ/kg以上）を
有しているものです。

尚、廃食用油がメチルエステル化し、ＢＤＦとし
てディーゼル自動車の燃料として利用される
場合は、再生利用に該当します。

２．中央環境審議会の追加（第３，７，１０条関連）

主務大臣は、①基本方針の策定・改定、②判
断基準省令の策定・改定及び③食品廃棄物
等多量発生事業者に改善命令を行う場合は
予め、食品・農業・農村政策審議会及び中央
環境審議会の意見を聴かなければならない。

①今後、食品ﾘｻｲｸﾙの推進に当たっては、廃棄物行政との連
携を確保する必要がある。

②「熱回収」が「再生利用等」の一環として追加されたことを踏
まえ、関連する技術的知見に基づき制度運用を進める必要
がある。
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定期報告制度の運用

公表

• 業種・業態ごとの平均的な値とその分布

• 最も優れた事業者の名称、取組内容、単位
当たり食品廃棄物等発生量、再生利用実施
率等

• 公表を同意する事業者の事業者名、単位当
たり食品廃棄物等発生量、再生利用実施率
の一覧

定期報告制度の運用

定期報告の受理

地方支分部局の長

指導、勧告及び実施機関
平均的な水準と比べて著しく遅れている事業者に対
して、適宜適切に、主務大臣が実施

• Ａ１．改正前では、国等への定期的な報告は
義務づけられていませんでした。

改正により、食品関連事業者に対する指導監
督の強化として定期報告制度を導入いたしま
した。

Ｑ１．改正前との違いを、具体的に教
えてください。

Ａ２．定期報告の様式は、省令で定められ、農林水
産省等のＨＰにおいても様式を取得できるようにな
ります。

定期報告は、20年度の実績から実施され、食
品廃棄物等多量発生事業者は、毎年度6月末ま

でに前年度の実績を報告することになります。

なお、報告に当たっては、原則として農林水産
省に電子申請してください（農林水産省から関係
省に回付）。

Ｑ２．定期報告の様式を定められるのでしょうか、
また事務的流れを教えてください。

Ａ３．食品関連事業者が同一の業種・業態に
おける自らの位置を把握するとともに、ﾄｯﾌﾟ
ﾗﾝﾅｰの取組を参考にすることを可能にする
ためです。

また、食品関連事業者の積極的な取組・努
力に対する消費者の理解の醸成を図るた
めです。

Ｑ３．定期報告の公表はどのような目的で
講じられるのでしょうか。

Ｑ４．定期報告義務に係わる罰則規
定について教えてください。

Ａ４．

①食品廃棄物等多量発生事業者であるに
もかかわらず、定期報告を行わなかった場合、
または

②虚偽の報告をした場合には

２０万円以下の罰金に処せられます。
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・特定資格基準はない責任者の選任

管理・監督体制の整備
□
□

・最低１年単位 ・領収書などの書類保存量の把握・記録□

技術の向上努力□

・保管 ・運搬生活環境保全確保□

・事業場内食品衛生確保□

・発生状況 ・含有成分委託先への情報提供□

・定期的委託先の実施状況把握□

・基準を遵守している委託先の選定□

備考項目

判断の基準となるべき事項について、
下表を利用してチェックしてみてください。

４．ﾌﾗﾝﾁｬｲｽﾞﾁｪｰﾝ事業を展開する
食品関連事業者の一体的取扱い

外食産
業, 442

小売
業,
328

0

500

1000

ﾁｪｰﾝ数

小売業,

81780

外食産
業,

55000

0

10000

20000

30000

40000

50000

60000

70000

80000

90000

店舗数

2.2 2 2.2

6

0
1
2
3
4
5
6
7

スーパー

万
ト

ン

2.2 2 2.2

6

0
1
2
3
4
5
6
7

スーパー

万
ト

ン

5.8

4.6

4
3.6

1.1 0.9 0.9

0

1

2

3

4

5

6

7

コンビニ

万
ト

ン

5.8

4.6

4
3.6

1.1 0.9 0.9

0

1

2

3

4

5

6

7

コンビニ

万
ト

ン

１店当たりの排出量
/１日 全店補の年間総発生量

課題

・食品小売業や外食産業の実施率目標（２０％）の達成者割合は約１３％！

ﾌﾗﾝﾁｬｲｽﾞﾁｪｰﾝ事業を展開する
食品関連事業者のあり方（第９条第２項関係）

• ﾌﾗﾝﾁｬｲｽﾞﾁｪｰﾝ事業を行う食品関連事業者の食品廃棄物等
の発生量に、その加盟店において生じる発生量を含めて多
量発生事業者であるかを判断する。

• 多量発生事業者は、毎年度、定期報告義務があり、対象とな
るﾌﾗﾝﾁｬｲｽﾞﾁｪｰﾝについて、その全体の取り組みが遅れてい
る場合には、本部事業者に対して指導・勧告等を行う。

• ﾌﾗﾝﾁｬｲｽﾞﾁｪｰﾝ事業を展開する事業者における食品循環資
源の再生利用等の取組を促す観点から、本部及び加盟者に
おける食品循環資源の再生利用等の促進のための留意事
項について定める。

ﾌﾗﾝﾁｬｲｽﾞﾁｪｰﾝに関する事項
定期報告に関して（２．ﾌﾗﾝﾁｬｲｽﾞﾁｪｰﾝの約款の定め）
本部と加盟者が結ぶ約款に加盟者が排出する食品廃棄物等の処理に関するは、

次の①～⑤のいずれかに該当すること。

①食品廃棄物等の処理に関し本部事業者が加盟者を指導又は助言する旨の定め。

②食品廃棄物等の処理に関し本部事業者及び加盟者が連携して取り組む旨の定め。

③上記①又は②の定める記載された本部事業者と加盟者の間で締結した約款以外
の契約書を遵守するものとする定め。

④上記①又は②の定めが記載された本部事業者が定めたﾌﾗﾝﾁｬｲｽﾞﾁｪｰﾝ全体の環
境方針や行動規範を遵守するものとする定め。

⑤食品廃棄物等の処理に関し、食品ﾘｻｲｸﾙ法に基づき食品循環資源の再生利用等
を推進するための措置を講じる旨記載された、本部事業者が定めるﾏﾆｭｱﾙ（手順
書）を遵守するものとする定め。

再生利用等の促進のための留意事項
（１）本部事業者は、加盟者の事業活動に伴い生じる食品廃棄物等について、加盟

者に必要な指導を行い、再生利用等を促進するように努めること。

（２）加盟者は、本部事業者が実施する再生利用等の促進のための措置に協力す
るよう努めること

Ｑ１．ﾌﾗﾝﾁｬｲｽﾞﾁｪｰﾝ等における取組は、定期
報告義務の対象となるﾌﾗﾝﾁｬｲｽﾞﾁｪｰﾝに限定さ
れているのでしょうか。

• Ａ１．定期報告義務の対象とならないﾌﾗﾝﾁｬｲ
ｽﾞﾁｪｰﾝ、ﾎﾞﾗﾝﾀﾘ-ﾁｪｰﾝ等も、本部事業者が加
盟者に対して再生利用等の推進を要請する
こと等主導的役割を果たし、ﾁｪｰﾝ全体での取
組を促進するよう努めなければなりません。

ﾌﾗﾝﾁｬｲｽﾞﾁｪｰﾝにおける再生利用等の促進
のための具体的留意事項が定められていま
す。

A２．現状では、少量排出の処理コストがかか
る等、零細規模の小売業と同様な状況に置
かれている個別店舗においても、フランチャ
イズ全体で取組むことにより、スケールメリッ
トによる効率的な再生利用等の実施が見込
まれます。

Q2.ﾌﾗﾝﾁｬｲｽﾞﾁｪｰﾝ事業を展開する食品関連事業者の

一体的取扱いにより、期待されることについて
教えてください。
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５．再生利用事業計画の認定制度の見直し

一般廃棄物収集一般廃棄物収集
運搬業者運搬業者

市
町
村
の
許
可
（
廃
棄
物
処
理
法
第
七
条
）

一般廃棄物一般廃棄物
処理業者処理業者

収集

運搬

処理

荷卸し

一般廃棄物収集一般廃棄物収集
運搬業者運搬業者

市
町
村
の
許
可
（
廃
棄
物
処
理
法
第
七
条
）

一般廃棄物一般廃棄物
処理業者処理業者

収集

運搬

処理

荷卸し

一般廃棄物収集一般廃棄物収集
運搬業者運搬業者

市
町
村
の
許
可
（
廃
棄
物
処
理
法
第
七
条
）

一般廃棄物一般廃棄物
処理業者処理業者

収集

運搬

処理

荷卸し

食リ法現行制度
食 品 関 連 事 業 者 の 店 舗

Ａ市 B市 C市 D市

E市

リサイクル業者E

特定肥飼
料等

F市

農業者F

廃掃業者Ａ B C D

（食品循環資源）

荷卸し
許可不要

廃棄物
処理法
の特例

廃棄物処理法
食品関連事業者食品関連事業者

再生利用事業者再生利用事業者

農林漁業者農林漁業者

「リサイクル
ループ」の完結

飼料飼料

特定農畜水産物等

特定肥飼料等

食品循環資源の排出

廃棄業者廃棄業者

５．再生利用事業計画の
認定制度の

見直し

５．再生利用事業計画の
認定制度の

見直し

食品関連事業者の取組の円滑化
• 改正後の再生利用事業計画の認定制度

• 食品廃棄物由来の肥飼料により生産された農畜水産物を
食品関連事業者が引き取る計画が認定された場合、一般
廃棄物に係わる収集運搬の許可を不要とする。

• 申請時必要書類等
①収集運搬を行う者、収集運搬施設が一定基準に適合
②収集範囲（市町村名）、搬入時間帯、搬入見込量
③リサイクル事業者の処分業許可書
④普通肥料生産/登録、届出 販売/届出、⑤飼料製造/動物試験成績

• 記載事項等
①特定肥飼料等の製造に使用される原材料量（食品循環資源（Ｃ）、以外の原材料）
②特定肥飼料等の種類ごとの製造量（Ｄ）

③特定農畜水産物等の種類及び名称 ④特定農畜水産物等の生産＆販売開始年月日
⑤特定農畜水産物等の生産での特定肥飼料等の使用量（Ｅ）と以外の肥飼料の使用総量（Ｆ）

⑥生産された特定農畜水産物等の種類ごとの量（Ａ）並びに食品関連事業者が引き取る特定
農畜水産物等の利用量（Ｇ）

• 特定農畜水産物等
①特定肥飼料等の利用により生産された農畜水産物であること
②使用原材料の農畜産物の内、特定農畜水産物が「一定割合以上」含まれる食品であること

「一定割合」；「重量割合で５０％」を想定

• 食品関連事業者による利用量
安定取引先確保量（Ｂ）を控除、過度の制約を回避する等を考慮、次式により算定

G=(A-B) X {(C÷D) x (E÷F)} x 0.5

Q1.特定農畜産物等とは具体的にどのようなも

のが該当するのですか。

A1. 次のいずれかに該当するものが、特定農畜水産
物として位置づけられます。

（１）特定肥飼料等の利用により生産された農畜水産物

（２）特定農畜水産物を減量又は材料として製造され、
又は加工された食品であって、当該食品の減量又は
材料として使用される農畜水産物に占める当該特定
農畜水産物の重量の割合が５０％以上のもの
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Ｑ２．再生利用事業計画に参画する食品
関連事業者は複数でも良いのでしょうか。

Ａ２．食品循環資源を排出する事業者自らが、
特定農畜産物等を利用できない業種や、利
用すべき量に限りがある等のように、単独事
業者では特定農畜産物の利用に過度の制約
があることも想定されます。リサイクルループ
の完結に必要であれば、食品関連事業者は
単独、複数を問わず申請してください。

Ｑ３．再生利用事業計画の認定を受けた場合、
適用される廃棄物処理法の特典について教え
てください。

Ａ３．一般廃棄物収集運搬業の許可に係わる特例

改正食品リサイクル法においては、認定を受けた再
生利用事業計画に従った再生利用事業を行う場合に
ついて、計画の参加者である食品関連事業者からの
委託を受けて食品循環資源の収集・運搬を実施する
業者に対して、市町村からの業の許可は不要とする
特例を設けました。

尚、産業廃棄物に関する特例は設定されていません。

Ｑ４．収集・運搬を実施する業者は、どのような要件
又は義務があるのでしょうか。
Ａ４．①食品循環資源を適切に管理し、収集運搬時における生

活環境保全上の支障を防止する観点から、収集運搬を行う
者及び収集運搬施設についての基準を新たに定めました。

②具体的な基準は以下のとおりです。
（収集運搬を行う者の基準）

１）収集運搬を的確に行うことができる知識と技能を有すること。
２）収集運搬を的確に、且つ継続して行える経理的基礎を有す
ること。

３）廃棄物処理法に規定する欠格要件に該当しないこと。
４）生活環境の保全を目的とする法令に基づく不利益処分を
受けた日から５年を経過しない者に該当しないこと。

５）食品循環資源が産業廃棄物に該当する場合、廃棄物処理
法に基づく収集運搬業の許可を受けていること。

６）食品循環資源の収集運搬を自ら行う者であること。

Ｑ４．廃棄物処理法の特典と関連する事項につ
いて教えてくだい。

Ａ４．
②具体的な基準は以下のとおりです。（続き）

（収集運搬施設の基準）
１）食品循環資源を飛散、流出し、また、悪臭が漏れるおそ
れのない運搬施設（車両を含む）を有すること。

２）積替施設においては、食品循環資源が飛散、流出し、ま
た地下に浸透し、さらに、悪臭が発散しないような措置が
講じられた施設であること。

３）危害原因物質の混入防止のための措置が講じられた施
設であること。（専用運搬容器や専用車等の専用設備等）。

４）温度管理その他の品質管理のための措置が講じられた
施設であること（保冷が必要なものの場合には保冷車又
は冷蔵車）。

Q５．認定が行われた場合、地域の廃棄物処理

を所管する都道府県も知り得ることができるの
でしょうか。

A５.特例により、一般廃棄物収集運搬業の許可を受
けずに食品循環資源の収集運搬を行うことができる
者は、廃棄物処理法第７条第１３項（一般廃棄物処
理基準の遵守義務）、第１９条の３（改善命令）の規
定が適用され（一般廃棄物収集運搬事業者とみな
される）、市町村の監督の対象となります。
このため、市町村長が該当特例の対象者を把握で

きるよう、再生利用事業計画の認定に当たっては、
運用上、認定を行う度に主務大臣から再生利用事
業場が所在する都道府県知事及び関係市町村長
に対し、認定を受けた者、収集運搬を行う者等を通
知することとしています。

６．１）新たな再生利用等実施率目標

• 業種別の目標値（基本方針に規定/法第３条）
○Ｈ２４年度までに、達成することを目標

○その業種に属する各々の食品関連事業者が実施 すべき
実施率の目標ではなく、各々の食品関連事業者が、判断基
準省令に従い食品循環資源の再生利用等に計画的に取り
組むことにより、その業種全体で達成されることが見込まれ
る目標である。

• 各食品関連事業者が達成を目指す目標値
（判断基準省令に規定/法第７条）

○毎年度、当該年度の基準実施率を上回ること
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再生利用等の実施率（％）
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Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ２４

食品製造業

食品卸売業

食品小売業

外食産業

Ｈ２４年度までに、
達成することを目標
とする業種別実施率
目標

Ｈ２４年度までに、
達成することを目標
とする業種別実施率
目標

各事業者の「基準実施率」算出に用
いる増加ポイントの設定

維持向上８０％以上

１％５０％以上８０％未満

２％２０％以上５０％未満

増加ポイント前年度の基準実施率区分

Ｈ１９年度の実施率（実績）を用いて、
各食品関連事業者の目標となる基準実施率を、毎年度、
Ｈ２４年度まで算出する。

Ｈ１９年度の実施率（実績）を用いて、
各食品関連事業者の目標となる基準実施率を、毎年度、
Ｈ２４年度まで算出する。

Ｈ１９年度再生利用実施率実績が４５％の場合

再生利用等実施率目標運用イメージ
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再生利用等実施率目標運用イメージ
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前年度＋２％

前年度＋１％ 前年度の基準実施率区分 増加ポイント

８０％以上 維持向上

５０％以上８０％未満 1%

２０％以上５０％未満 2%
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％

改正前の食リ法で、
再生利用等の実施
率を２０％以上に
向上させることが
目標でした

前 年 度 の 基 準 実 施 率 区 分 増 加 ポ イ ン ト

８０％ 以 上 維 持 向 上

５０％ 以 上 ８０％ 未 満 1%

２０％ 以 上 ５０％ 未 満 2%

Ｈ
１
９
年
度
実
施
率
が
２
０
％
未
満
の
場
合

Ｈ１９年度実施率を２０％として基準
実施率を計算する。
・Ｈ２０年度実施率目標は２２％
増加ポイント：＋７％＝｛（２０＋２）－１５｝
・Ｈ２１年度実施率目標は２４％
増加ポイント：＋２％
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実施率目標

Ｂ事業者
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H19 H20 H21 H22 H23 H24

％

実施率目標

Ｂ事業者

前年度＋２％

判断の基準となるべき事項を勘案して、

指導などを実施

判断の基準となるべき事項を勘案して、

指導などを実施

事業者は、

毎年度、当該年
度の基準実施率
を上回る取組みを
行う必要がありま
す

事業者は、

毎年度、当該年
度の基準実施率
を上回る取組みを
行う必要がありま
す

Ａ１．改正前の目標は、全ての食品関連事業者
が一律にＨ１８年度までに実施率２０％に
向上させる取り組みが求められていました。

改正後は、個々の事業者がＨ２４年度まで、
各年度ごとの目標となる「基準実施率」を自
らが算出・設定し、毎年度、当該年度の基
準実施率を上回る取組みを行う必要がありま
す。

Ｑ１．新たな目標について、
改正前との違いを具体的に教えてください。
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Ａ２．①貴事業者のＨ１９年度の実施率実績が

基礎値になります。

②その実績がどの基準実施区分に該当す

るか調べてください。

③Ｈ１９年度の実施率（実績）に基準実施区分

に該当する「増加ポイント」を加算してくださ

い。この数値がＨ２０年度の目標です。

④順次、次年度の目標値を算出し、Ｈ２４年

度まで実施率目標を設定してください。

Ａ２．①貴事業者のＨ１９年度の実施率実績が

基礎値になります。

②その実績がどの基準実施区分に該当す

るか調べてください。

③Ｈ１９年度の実施率（実績）に基準実施区分

に該当する「増加ポイント」を加算してくださ

い。この数値がＨ２０年度の目標です。

④順次、次年度の目標値を算出し、Ｈ２４年

度まで実施率目標を設定してください。

維持

向上

８０％以上

１％５０％以上

８０％未満

２％２０％以上

５０％未満

増加

ポイン
ト

前年度の基準
実施率区分

基準実施率＝前年度の基準実施率＋前年度基準実施率に応じた増加ポイント

注１）Ｈ１９年度の実施率（実績）が２０％未満の場合は、２０％として基準実施率を
計算してください。

注２）該当年度の実施率（算出目標値）で基準実施区分の変更がある場合は、
次年度は当該変更区分の増加ポイントを加算して算出してください。

Ｑ２．「基準実施率」の算出方法について
教えてください。

• Ａ３． ①判断基準省令において、食品関連事業者
に対して、その事業活動に伴い発生する食品廃棄
物等の発生量、食品循環資源の再生利用などの実
施状況の適切な把握と、その記録を定めています。
事業者は、この基準に従い、これらを実施すること
が必要です。
②なお改正により、食品廃棄物等の発生量が一定
規模（前年度実績が１００トン）以上の食品関連事業
者（多量発生事業者）は、毎年度定期報告が義務と
なります。報告事項には、判断の基準となる事項の
遵守状況に関しての「適、不適」を記載する必要が
あります。
各食品関連事業者に対する指導などが必要な場

合は、「基準実施率」に対する達成状況を判断の根
拠として実施することとなります。

Ｑ３．「再生利用等の実施状況の把握」について

教えてください。

Q4.新たに「熱回収」が加わったことによる再生

利用等実施率の計算の変更について教えてく
ださい。

A4.次式にて、計算してください。

再生利用等実施率

＝当年度における（発生抑制量＋再生利用量
＋熱回収量ｘ0.95＊＋減量量）÷当年度にお
ける（発生抑制量＋発生量）

＊熱回収量については、「熱回収の基準」を満たす場合のみ算
入できます。また、食品廃棄物の残さ（灰分に相当）率が５％
程度であり、この部分は利用できないことを考慮して0.95を
乗じています。

６．２）発生抑制の目標
発生抑制の取組みが
十分に進んでいない○発生抑制量の基準年度

Ｈ１９年度を基準とする。

○発生原単位
発生量÷発生量と密接な関係を有する数値

（売上高、製造数量等）

○基準発生原単位＊
主務大臣が業種・業態ごとに定める。

○新たな目標
業種・業態ごとの基準発生原単位を
下回ること

○発生抑制量の基準年度
Ｈ１９年度を基準とする。

○発生原単位
発生量÷発生量と密接な関係を有する数値

（売上高、製造数量等）

○基準発生原単位＊
主務大臣が業種・業態ごとに定める。

○新たな目標
業種・業態ごとの基準発生原単位を
下回ること

＊ 基準発生原単位は、各食品関連事業者がそれぞれの方法で行っていた算出方法を
統一して必要があることより、定期報告の結果等各食品関連事業者における
実際のデータをもとに算出し、追って提示する予定。

７．その他の見直し

• 再生利用手法のうち、「飼料化」を最優先に
位置付ける。

• 「エタノール」や「炭化して製造される燃料及
び還元剤」を新再生利用手法として追加す
る。

Ｑ１．食品循環資源を炭化して製造されるもの
は、全て再生利用の対象品目に当たりますか。

Ａ１．炭化して製造されるものには、土壌改良資材や
消臭剤、吸湿剤がありますが以下のことより、対象
品に該当しません。

土壌改良資材は、地力増進法において表示や品質の基準
が定められておらず、不法投棄を誘発し、周囲の生活環境
に悪影響を及ぼす恐れがあること、消臭剤、吸湿剤について
は、良質で安価な木炭製品との競合や一定の品質確保が困
難なことなどから利用者ニーズ、市場規模が望めないこと。

石炭の1/2から1/3程度の発熱量を有し、燃焼させて

熱源として使用可能である「燃料」、また同時に「還
元する」性質を有する「還元剤」が対象となります。
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法第一条（目的）

食品循環資源の再生利用並びに食品廃棄物等の発生の抑制及び減量に関し
基本的な事項を定めるとともに、食品関連事業者による食品循環資源の再生利用を促進
するための措置を講じることにより、食品に係わる資源の有効な利用の確保及び
食品に係わる廃棄物の排出抑制を図るとともに、食品の製造等の事業の健全な発展を
促進し、もって生活環境の保全及び国民経済の健全な発展に寄与することを目的とする。

本資料は、下記関連資料等を元に作成した
しました。
作成に当たり、極力原文を使用するように努
めましたが、理解のために要約した用語を使
用した部分もあります。
関係通知等の原文を精読の上、本資料をご
利用ください。

「食料・農業・農村政策審議会食品産業部会食品リサイクル小
委員会（第4回）及び中央環境審議会廃棄物・リサイクル部
会食品リサイクル専門委員会] 

http://www.maff.go.jp/j/council/seisaku/syokusan/recycle
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最近の食品衛生に係る話題最近の食品衛生に係る話題

厚生労働省医薬食品局食品安全部

監視安全課 田中 誠

本日の要旨本日の要旨

食の安全を取り巻く状況

輸入食品に対する取り組み

ポジティブリスト制度施行後における状況

ＢＳＥ対策

ノロウイルス食中毒対策

食品表示

食品等事業者の責務

食の安全を取り巻く状況食の安全を取り巻く状況 フード・チェーンアプローチ
一次生産から消費に至るまでのフード・チェーン全段階で安全

を確保することが重要

リスクアナリシス
事故の対応より予防に重点、安全性評価と管理の機能的分

離、利害関係者間の情報や意見交換の推進

生 産 流 通 販 売 消 費

国際的な食品安全の考え方国際的な食品安全の考え方

国連食糧農業機関(FAO)と世界保健機構(WHO)によって1962年に設

立された国際政府間組織であって、2006年12月現在174カ国及び１

機関（EC）が加盟
主目的は、消費者の健康の保護と公正な食品貿易の保証であり、

食品の国際規格などを作成

コーデックス委員会を補佐する事務

局と執行委員会に加え、一般問題

部会（10部会）、個別食品部会（11

部会）、特別部会（3部会）、地域調

整部会（6部会）がある。

コーデックス委員会（コーデックス委員会（Codex Codex AlimentariusAlimentarius CommissionCommission：：CAC)CAC) 国際貿易におけるポイント国際貿易におけるポイント
衛生植物検疫措置の適用に関する協定衛生植物検疫措置の適用に関する協定

（ＳＰＳ協定）（ＳＰＳ協定）

人、動物又は植物の生命又は健康を守るという衛生
植物検疫措置の本来の目的が達成されるとともに、
貿易に与える影響を最小限にすることを確保するた
めの具体的なルールを定める。

•第２条３ いわゆる内外無差別の規定

•第３条１ 国際的な基準、指針等との適合

•第３条３ より厳しい衛生植物検疫措置の適用

•第４条１ 措置の同等性の認定
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食品の食品の安全確保に関する法規制と事業者の責務安全確保に関する法規制と事業者の責務 ①①

食品安全基本法食品安全基本法（平成１５年法律第４８号）（平成１５年法律第４８号）

第１条第１条 目的目的

第３条第３条 基本的認識基本的認識

第４条第４条 食品供給行程における適切な措置食品供給行程における適切な措置

食品の安全確保は、食品の安全確保は、国の内外における食品供給行程の各段階国の内外における食品供給行程の各段階

において適切な措置を講じるにおいて適切な措置を講じることによりことにより行わなければならない。行わなければならない。

第６条第６条 国の責務国の責務

第７条第７条 地方公共団体の責務地方公共団体の責務

第８条第８条 食品関連事業者の責務食品関連事業者の責務

食品の・・・、輸入、・・・を行う事業者は基本的理念にのっとり、食品の・・・、輸入、・・・を行う事業者は基本的理念にのっとり、

自らが食品の安全確保について第一義的責任を有している自らが食品の安全確保について第一義的責任を有していることこと

を認識して、食品の安全性を確保するために必要な措置を食品を認識して、食品の安全性を確保するために必要な措置を食品

供給行程の各段階において適切に講じる責務を有する。供給行程の各段階において適切に講じる責務を有する。

食品安全モニター・アンケート調査「食の安全性に関する意識調査」（食品安全委員会：平成１５年９月）より抜粋
－３－

0.0％ 10.0％ 20.0％ 30.0％ 40.0％ 50.0％ 60.0％ ７0.0％ 80.0％

農薬 67.7%

輸入食品 66.4%

汚染物質

添加物

遺伝子組換え食品

いわゆる健康食品

微生物

飼料

プリオン

器具・容器包装

ウィルス

カビ毒・自然毒

放射線照射

新開発食品

動物用医薬品

肥料

異物混入

その他

無回答

64.4%

60.7%

49.0%

48.6%

46.8%

45.1%

42.6%

35.4%

34.3%

34.3%

29.7%

27.3%

26.4%

23.5%

23.3%

12.3%

0.4%

食品の安全性の観点からより不安を感じているもの

輸入食品に対する取り組み輸入食品に対する取り組み

農林水産省統計に基づき作成

我が国の食料自給率（カロリーベース）我が国の食料自給率（カロリーベース）

米 95 107 100 95 95 95 94
小麦 28 14 15 14 14 14 13
大麦･はだか麦 73 15 13 9 9 8 8
いも類 100 96 93 83 83 81 80
豆類 25 8 8 6 6 7 7
野菜 100 95 91 82 80 79 79
果実 90 77 63 44 40 41 39
肉類(鯨肉を除く) 90 81 70 54 55 54 55
鶏卵 100 98 98 96 95 94 95
牛乳･乳製品 86 85 78 69 67 68 66
魚介類 100 93 79 50 49 50 52
海藻類 88 74 72 62 65 65 67
砂糖類 31 33 32 35 34 34 32
きのこ類 115 102 92 77 78 79 81

62 31 30 27 28 28 27
80 69 67 60 60 61 60
73 53 48 40 40 40 39
86 82 75 70 69 69 68
55 27 26 24 25 25 25

17 18(概算）16

品
目
別
自
給
率

1560S40 H 2

供給熱量総合食料自給率

金額べ一 ス の総合食群自給率

飼 料 自 給 率

年度

穀物(食用十飼料用)自給率

主食用穀物自給率

食品等の輸入届出件数・重量推移食品等の輸入届出件数・重量推移
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100

平成昭和 （年）

186万件

3,410万トン

輸入食品監視指導計画

食品の安全性の確保は、国の内外における食品供給行程

の各段階において適切な措置を講ずることにより行われな

ければならない（食品安全基本法第４条）。

① 輸出国における対策 （二国間協議、現地調査）

② 水際（輸入時）での対策 （検疫所の検査、輸入者指導）

③ 国内流通時での対策 （都道府県との連携）

毎年度、当該計画を定め、公表。

策定にあたっては、広く国民の意見を求める。

監視指導の結果を公表。
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合格

回収・廃棄
又は

積み戻し

消費者

検査検査命令命令 モニタリング検査モニタリング検査 自主検査の指導自主検査の指導

輸入時の検査体制輸入時の検査体制

輸出国における衛生対策
・農薬等の使用管理
・証明書の発給
・輸出前検査等

二国間協議
わが国の食品衛生規制を遵守
するよう要請

必要に応じ現地調査

輸入食品の監視体制等の概要輸入食品の監視体制等の概要

過去の違反事例
輸出国の情報
原料・製造方法等

違
反
情
報

輸
入
食
品
監
視
指
導
計
画
に
基
づ
き
実
施

輸
入
食
品
監
視
指
導
計
画
に
基
づ
き
実
施

海外における食品安全情報の収集

輸入相談等の事前指導

輸入者の自主管理の推進

違反発見時の通報
都道府県等監視指導計画に基づく

都道府県等の収去検査

検疫所における届出審査検疫所における届出審査

不合格

輸
入
時

輸
入
時

輸
入
時

輸
出
国

輸
出
国

輸
出
国

国

内

国国

内内

輸入時における検査制度

モニタリング検査

年間計画に基づく検査

平成１８年度 ７８，０００件 （残留農薬 ２６，１５０件）

平成１９年度 ７９，２５０件 （残留農薬 ２６，４００件）

試験結果の判明を待たずに輸入可能

検査命令

食品衛生法の不適格の可能性が高い食品等

輸入者が費用負担、試験結果判明まで留置き

モニタリング検査モニタリング検査件数の算出件数の算出

モニタリング検査に必要な検体数は、CODEXガイドラ
インで示された統計学的に一定の信頼度で違反を検
出することが可能な検査数を基本としている。

（例）９５％信頼度 → 違反率１％ → ２９９件

諸外国においては、上記考え方を基本として、検査を
実施。

我が国においても、これを基本とし、さらに過去の違反
率、輸入件数、重量、違反内容の重要度を勘案し、食
品群毎に検査件数を設定。

（参考）
CAC/GL 33-1999 “RECOMMENDED METHODS OF SAMPLING FOR THE 
DETERMINATION OF PESTICIDE RESIDUES FOR COMPLIANCE WITH MRLS”

厚生労働大臣による検査命令厚生労働大臣による検査命令

検査命令発動の要件検査命令発動の要件検査命令発動の要件

輸出国の再発防止策の確立等違反食品が輸出

されることのないことが確認された場合等検査命令解除検査命令解除検査命令解除

残留農薬

動物用医薬品

残留農薬

動物用医薬品

直ちに検査命令直ちに検査命令直ちに検査命令

違反の蓋然性が高い
と判断される場合

検査命令

違反の蓋然性が高い違反の蓋然性が高い

と判断される場合と判断される場合

検査命令検査命令

モニタリング検査
頻度アップ

モニタリング検査モニタリング検査

頻度アップ頻度アップ
違反違反違反違反

同一の生産国又は製造者並びに加工者からの

同一の輸入食品（例：O-157、アフラトキシン等）

同一の生産国又は製造者並びに加工者からの

同一の輸入食品（例：O-157、アフラトキシン等）

健康被害の発生健康被害の発生 健康被害発生の恐れ健康被害発生の恐れ

違反違反

違
反
の
蓋
然
性

高

低

輸入時の検査体制の概要輸入時の検査体制の概要

２０万件２０万件

１８５万件１８５万件

平成１８年度

検査総数／届出件数

検

査

率

包括輸入禁止包括輸入禁止

検査命令検査命令

モニタリング強化モニタリング強化

モニタリングモニタリング

指導検査等指導検査等

海外情報に基づく緊急対応海外情報に基づく緊急対応①①

海外における食品安全情報の積極的な収集海外における食品安全情報の積極的な収集

国立医薬品食品衛生研究所安全情報部国立医薬品食品衛生研究所安全情報部

http://www.nihs.go.jp/hse/foodhttp://www.nihs.go.jp/hse/food--info/foodinfonews/index.htmlinfo/foodinfonews/index.html

食品安全委員会事務局情報・緊急時対応課食品安全委員会事務局情報・緊急時対応課

http://www.ifsis.fsc.go.jp/fsilv1/do/FSILogonhttp://www.ifsis.fsc.go.jp/fsilv1/do/FSILogon

問題の食品が我が国に輸入されている場合には、流問題の食品が我が国に輸入されている場合には、流

通状況調査、回収、輸入時検査強化通状況調査、回収、輸入時検査強化



 

冷 凍 食 品 技 術 研 究 No．78 2008．３月 

－22－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

海外情報に基づく緊急対応海外情報に基づく緊急対応②②

FDA Recalls, Market Withdrawals and Safety Alerts

http://www.fda.gov/opacom/7alerts.html

USDA  FSIS Recalls; Open Federal Cases

http://www.fsis.usda.gov/Fsis_Recalls/Open_Federal_Cases/index.asp

CFIA  Food Recalls and Allergy Alerts

http://www.inspection.gc.ca/english/corpaffr/recarapp/recaltoce.shtml

FSANZ  Current consumer level recalls

http://www.foodstandards.gov.au/foodmatters/foodrecalls/currentconsumerle
velrecalls/

NZFSA  Food Recalls for Consumers

http://www.nzfsa.govt.nz/recalls/consumers.htm

EU  Rapid Alert System for Food and Feed

http://ec.europa.eu/food/food/rapidalert/index_en.htm

平成１平成１８８年度年度 輸入食品監視指導計画監視結果輸入食品監視指導計画監視結果

年度途中、年度終了後、計画に基づく監視結果を公表年度途中、年度終了後、計画に基づく監視結果を公表

１．届出・検査・違反状況１．届出・検査・違反状況
届出件数届出件数･･････1,845,9951,845,995件件、検査総数、検査総数･･････203,001203,001件（検査率件（検査率11.011.0％）％）

違反件数違反件数･･････1,5151,515件件

２２．モニタリング検査実施状況．モニタリング検査実施状況
計画数約計画数約78,00078,000件に対し、実施率約件に対し、実施率約102102％％

３３．モニタリング検査強化対象品目．モニタリング検査強化対象品目
2020カ国・カ国・11地域地域 6868品目品目

４４．検査命令移行品目．検査命令移行品目
1313カ国カ国・・11地域地域 3333品目品目

５５．主な検査命令対象品目．主な検査命令対象品目
全輸出国全輸出国1515品目及び品目及び3030カ国・カ国・11地域の地域の166166品目（平成品目（平成1919年年33月月3030日現在）日現在）

http://www.mhlw.go.jp/topics/yunyu/tp0130-1aa.html

平成１平成１９９年度年度 輸入食品監視指導計画監視結果輸入食品監視指導計画監視結果

（中間報告）（中間報告）

１．届出・検査・違反状況１．届出・検査・違反状況
届出件数届出件数･･････914,373914,373件件、検査総数、検査総数･･････100,948100,948件（検査率件（検査率11.011.0％）％）

違反件数違反件数･･････619619件（届出件数の約件（届出件数の約0.10.1％）％）

２２．モニタリング検査実施状況．モニタリング検査実施状況
計画数約計画数約79,30079,300件に対し、実施率約件に対し、実施率約5252％％

３３．モニタリング検査強化．モニタリング検査強化移行移行品目品目
1515カ国・カ国・11地域地域 3737品目品目

４４．検査命令移行品目．検査命令移行品目
55カ国カ国 1111品目品目

５５．主な検査命令対象品目．主な検査命令対象品目
全輸出国全輸出国1515品目及び品目及び3030カ国・カ国・11地域の地域の186186品目（平成品目（平成1919年年99月月3030日現在）日現在）

http://www.mhlw.go.jp/topics/yunyu/tp0130-1ab.html

ポジティブリスト制度施行におけるポジティブリスト制度施行における
検疫所の対応状況検疫所の対応状況

ポジティブリスト制度を踏まえた検査体制の整備ポジティブリスト制度を踏まえた検査体制の整備

①① 検疫所の監視員増員検疫所の監視員増員

300300名（名（H17H17）） →→ 314314名（名（H18H18）） →→ 334334名名（（H19H19））

②② 検査機器の増設検査機器の増設

③③ モニタリング検査項目の拡充モニタリング検査項目の拡充

＜残留＜残留農薬農薬＞＞

約約200200項目項目（（H17H17）） →→ 約約450450項目（項目（H18H18）） →→ 約約500500項目項目（（H19H19））

＜残留動物用医薬品等＞＜残留動物用医薬品等＞

約約4040項目（項目（H17H17）） →→ 約約110110項目（項目（H18H18）） →→ 約約130130項目項目（（H19H19））

モニタリング検査項目選定の基本的考え方モニタリング検査項目選定の基本的考え方

①① 毒性が高い項目毒性が高い項目

一日許容一日許容摂取量（摂取量（ADIADI）が低い項目）が低い項目

②② 汎用性が高い項目汎用性が高い項目

国内外で基準値が設定されている品目数が多い項目国内外で基準値が設定されている品目数が多い項目

我が国に輸入量の多い農産品に使用された割合が高い農薬我が国に輸入量の多い農産品に使用された割合が高い農薬

③③ 検出頻度の高い農薬検出頻度の高い農薬

過去の輸入時検査における検出事例過去の輸入時検査における検出事例

諸外国における検出事例諸外国における検出事例

④④ 一斉分析法の活用一斉分析法の活用 等等

（参考）食品衛生研究 2007年4月号 Vol. 57 
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輸出国における農薬等の輸出国における農薬等の
使用状況等に関する調査（要旨）使用状況等に関する調査（要旨）

① 各国における農薬等の最大残留基準（MRL）について

② 各国における食品中の残留農薬モニタリング調査結果

③ 各国の農薬の使用状況

④ 各国の農薬のＭＲＬの比較

厚生労働省調査研究

調査実施機関：国立医薬品食品衛生研究所

http://www.nihs.go.jp/hse/food-info/chemical/pest_imp-fd/index.html

輸入農産食品の輸入農産食品の平成１９年度平成１９年度モニタリング計画モニタリング計画

食品分類毎の検査対象農薬項目の概数食品分類毎の検査対象農薬項目の概数

有機リン系農薬（30）、有機塩素系農薬（20）、カーバメイト系
農薬（20）、ピレスロイド系農薬（15）、その他（100）

茶（185）

有機リン系農薬（55）、有機塩素系農薬（20）、カーバメイト系
農薬（40）、ピレスロイド系農薬（15）、その他（280）

穀類・豆類及び
種実類（410）

有機リン系農薬（50）、有機塩素系農薬（20）、カーバメイト系
農薬（30）、ピレスロイド系農薬（15）、その他（230）

果実（345）

有機リン系農薬（50）、有機塩素系農薬（20）、カーバメイト系
農薬（40）、ピレスロイド系農薬（20）、その他（280）

野菜（410）

農薬分類（項目数）分類（項目数）

残留農薬検査の概要残留農薬検査の概要

農 薬

脂溶性農薬 水溶性農薬

一斉分析法 *

（野菜・果実、穀類・種実法）

通知一斉分析法

（Ⅰ、Ⅱ法）

GC、GC/MS(/MS) LC/MS/MS 

*食品衛生研究 ２００６年２月号 Ｖｏｌ．５６

ポジティブリスト制度施行における違反状況ポジティブリスト制度施行における違反状況

ポジティブリスト制度施行後における輸入食品の違反実績ポジティブリスト制度施行後における輸入食品の違反実績

分類 基準 違反件数

残留農薬

新基準 201

一律基準 211

従来基準 35

合 計 447

残留動物用医薬品

新基準 5

一律基準 13

不検出基準 201

従来基準 13

合 計 232

分類
H17年度の1ヵ月
違反平均件数

H18年度の1ヵ月
違反平均件数

比率

残留農薬 4.8 44.7 9.4

残留動物用医薬品 4.5 23.2 5.2

（速報値：平成（速報値：平成1818年年66月月11日～日～1919年年33月月3131日までの違反確定分）日までの違反確定分）

合 計 9.3 67.9 7.3

（参 考）

ポジティブリスト制度施行後

の違反実績前年度比較

（参 考）

ポジティブリスト制度施行後

の違反実績前年度比較

ポジティブリスト制度施行後における輸入食品の国別違反実績ポジティブリスト制度施行後における輸入食品の国別違反実績

分類 基準 国名 違反件数

残留農薬

新基準

ガーナ 78

中 国 64

その他 59

一律基準

中 国 93

エクアドル 78

その他 40

従来基準

中 国 13

パラグアイ 9  

その他 13

合 計 447

動物用医薬品

新基準
フランス 4

その他 1

一律基準 中 国 13  

不検出基準

ベトナム 110

中 国 42

その他 49

従来基準
中 国 8

その他 5

合 計 232

（速報値：平成（速報値：平成1818年年66月月11日～日～1919年年33月月3131日までの違反確定分）日までの違反確定分）
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ポジティブリスト制度施行後における輸入食品の品目別違反実績ポジティブリスト制度施行後における輸入食品の品目別違反実績

分類 基準 品目名 違反件数

残留農薬

新基準

カカオ豆 83

ウーロン茶 35

マンゴー 21

その他 62 

一律基準

カカオ豆 81

しょうが 29

ニンニクの茎 16

その他 85

従来基準
小粒落花生 9

その他 26 

合 計 447 

動物用医薬品

新基準
うさぎ肉 4

その他 1

一律基準 うなぎ 13   

不検出基準

えび 89

いか 56

その他 56

従来基準
花粉加工品 5

その他 8

合 計 232

（速報値：平成（速報値：平成1818年年66月月11日～日～1919年年33月月3131日までの違反確定分）日までの違反確定分）

ポジティブリスト制度施行後における輸入食品の検査項目別違反実績ポジティブリスト制度施行後における輸入食品の検査項目別違反実績

分類 基準 検査項目 違反件数

残留農薬

新基準

クロルピリホス 43

ピリミホスメチル 30

トリアゾホス 29

シペルメトリン 21

その他 78

一律基準

2,4-D 78

ＢＨＣ 34

ピリメタニル 17

その他 82

従来基準

クロルピリホス 15

シペルメトリン 10

その他 10

合 計 447

動物用医薬品

新基準
スルファジメトキシン 4

その他 1

一律基準 ロイコマラカイトグリーン 13 

不検出基準

クロラムフェニコール 110

AOZ 58

その他 33

従来基準
オキシテトラサイクリン 8

その他 5

合 計 232

（速報値：平成（速報値：平成1818年年66月月11日～日～1919年年33月月3131日までの違反確定分）日までの違反確定分）

ポジティブリスト制度施行後におけるポジティブリスト制度施行後における国内流通品の国内流通品の違反違反事例事例 ①①
（（自治体検査分自治体検査分：平成：平成1818年年55月月2929日～日～1818年年1212月月3131日）日）

31合 計

0.031ルフェヌロン

1.21メタミドホス

5.61アセフェート

未成熟いんげん

0.451ピリダベン

0.711メタミドホス

101アセフェート

2.31イソキサチオン

0.12、0.192ＥＰＮ

ほうれんそう

0.05～0.07 4ヘプタクロルかぼちゃ(スカッシュを含む)

4.451ＥＰＮその他のなす科野菜（シシトウ）

0.51ＥＰＮピーマン

0.0521イプロベンホスパセリ

1.5、1.82ＥＰＮ

31シラフルオフェン
ねぎ(リーキを含む)

5.611フェンバレレートその他のきく科野菜（食用ぎく）

0.10 1シアノホスその他のきく科野菜（すいぜんじな）

1.11ホサロンレタス

0.71フェニトロチオン

7.8、18.02カルベンダジム

0.41インドキサカルブ
しゅんぎく

0.481プロチオホス

0.051ルフェヌロン
チンゲンサイ

0.21フルバリネート

0.021フェリムゾンきょうな

0.121ホスチアゼートキャベツ

農産食品
国産品

検出値（ppm）超過検体数検出項目名

基準値超過事例
食 品食品分類

ポジティブリスト制度施行後におけるポジティブリスト制度施行後における国内流通品の国内流通品の違反違反事例事例 ②②
（（自治体検査分自治体検査分：平成：平成1818年年55月月2929日～日～1818年年1212月月3131日）日）

28合 計

0.511クロルテトラサイクリンはちみつ

0.06、0.0711クミルロン

0.02～0.4212チオベンカルブ
魚介類（貝類）

1.581オキシテトラサイクリン

1.761
ｵｷｼﾃﾄﾗｻｲｸﾘﾝ、ｸﾛﾙﾃﾄﾗｻｲｸﾘﾝ及び
ﾃﾄﾗｻｲｸﾘﾝ豚の腎臓

0.0291イベルメクチン豚の脂肪

0.211スルファメトキサゾール豚の筋肉

畜水産食品
国産品

検出値（ppm）超過検体数検出項目名

基準値超過事例
食 品食品分類

9合 計

0.02～0.043フルシラゾールレモン

0.071フルシラゾール未成熟えんどう

0.02～0.134ＢＨＣしょうが

0.0921クロルピリホスかぼちゃ(スカッシュを含む)

農産食品
輸入品

検出値（ppm）超過検体数検出項目名

基準値超過事例
食 品食品分類

食品中の残留農薬等の検査結果について（報告）

【調査の対象】
平成18年5月29日（ポジティブリスト施行後）から同年12月末日までに自治体が検査を実施した食品。

１．農産食品

２．畜水産食品

３．農産加工食品

【実施結果】

４．畜水産加工食品

91,700316,015合計

基準値超
過検体数

検査検体数
基準値超
過検体数

検査検体数

輸入食品国産食品

農産食品

0767287,799合計

基準値超
過検体数

検査検体数
基準値超
過検体数

検査検体数

輸入食品国産食品

畜水産食品

0282097合計

基準値超
過検体数

検査検体数
基準値超
過検体数

検査検体数

輸入食品国産食品

農産加工食品

3126184合計

基準値超
過検体数

検査検体数
基準値超
過検体数

検査検体数

輸入食品国産食品

畜水産加工食品

（平成１９年１０月１６日付食安基発第１０１６００１号食安監発第１０１６００１号通知）

※１２９自治体全て報告あり（検査を実施していない２０自治体を含む）

マンゴーにおける台湾と日本のマンゴーにおける台湾と日本の
残留基準値の違い残留基準値の違い

対日輸出向けにはシペルメトリン、
メタミドホス等の使用を禁止

対日輸出向けにはシペルメトリン、
メタミドホス等の使用を禁止

シペルメトリン

日本 ０．０３ppm

台湾 ０．５ ppm

メタミドホス

日本 ０．０１ppm

台湾 ０．２ ppm
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三段階に分けメタミドホス、パラチオン、パラチ

オンメチル、モノクロトホス、ホスファミドンの使

用を削減

一．２００４年から５種類の高毒性有機リン系農

薬の調合製品の取り消し及び国内販売の禁止

二．２００５年から綿花、水稲、とうもろこし、小

麦の４種類に使用を限定

三．２００７年から農業上の使用を全面禁止

中国における農薬の使用規制

中国人民共和国農業部公告 第３２２号

中国における雑穀の農薬使用量調査中国における雑穀の農薬使用量調査

１．１チラム種子粉衣剤１０

１．６トリアジメホン殺菌剤９

３．３マンコゼブ殺菌剤８

３．６カルベンダジム殺菌剤７

７．９パラチオンメチル殺虫剤６

８．２アセトクロール除草剤５

１２．７トリクロルホン殺虫剤４

１６．６アトラジン除草剤３

２１．０ジクロルボス殺虫剤２

２２．２メタミドホス殺虫剤１

% total volume農薬名用途順位

国立医薬品食品衛生研究所「輸出国における農薬等の使用状況等に関する調査」
（http://www.nihs.go.jp/hse/food-info/index.html）

例：例：中国産冷凍ほうれんそう中国産冷凍ほうれんそう

生産農家生産農家 加工工場加工工場 輸輸 出出

生産段階における農家

の管理

使用農薬、使用方法の

遵守

使用農薬の統一 購入

使用農薬の記録・保存

使用農薬の分析

畑毎の栽培管理表（番

号）の作成

直接管理

畑毎に製造管理

使用原料の記録・

保存

３段階での農薬検

査（収穫前、加工時、

最終製品）

中国政府輸出検疫

検査機関による輸

出前検査

生産加工工程書の

確認

問題発生時には記録により製品の遡及調査が可能

輸出国における衛生対策事例輸出国における衛生対策事例

※※茶葉、冷凍野菜等２０品目の製品について、輸出時の登録が必要。茶葉、冷凍野菜等２０品目の製品について、輸出時の登録が必要。

ＢＳＥ対策ＢＳＥ対策

すべての牛の特定部位を除去、焼却

21ヶ月齢以上の牛について検査を実施
（２０ヶ月齢以下は自治体が自主的に検査）

平成１７年８月１日～
なお、制度変更に伴い生じかねない消費者の不安な

心理を払拭し、生産・流通の現場における混乱を回避す
る観点から、２１ヶ月齢未満の牛について地方自治体が
自主検査を行う場合は、経過措置（最長３年：平成２０年
７月まで）として引き続き国庫補助を行う。

国産牛のＢＳＥ対策（と畜場）
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■BSE感染牛の異常プリオンたん白質の体内分布

注）図示部位中の異常プリオ
ンタンパク質の分布割合の
合計（扁桃除く）：99.44％

なお、扁桃については分布割
合は算出されていませんが、
動物実験によりわずかな感
染性が検出されています。

（出典：欧州委員会科学運営委
員会（1999年12月）「食物を介し
たＢＳＥのヒトへの暴露リスクに
関する科学運営委員会の意
見」）

※引用：食品安全委員会季刊誌「食品安全」（2004年特別号）
より

０２９０，８４６平成１９年度６月
末

３１，２１８，３０３平成１８年度

５１，２３２，２５２平成１７年度

３１，２６５，６２０平成１６年度

２０７，０３７，０５３合 計

３１，２５２，６３０平成１５年度

４１，２５３，８１１平成１４年度

２５２３，５９１平成１３年度

ＢＳＥ確認頭数検査頭数

※ 平成１３年９月に千葉県で確認された１例目、死亡牛検査で確認された
１２例を含め、国内では３３頭がＢＳＥとして確認

と畜場におけるＢＳＥ検査結果

○ 特定危険部位（ＳＲＭ）はあらゆる月齢から除
去

○ ２０か月齢以下と証明される牛由来であること

○ 処理から出荷まで他の牛肉等と識別されること
。

日本向け牛肉等の条件

カット肉、内臓

※挽肉や肉加工製品は日本向け輸出プログラムの対象外

日本向けに輸出可能となる牛肉等

米国産牛肉の日本向け輸出プログラムの概要 輸出国における衛生対策例輸出国における衛生対策例

例：米国産牛肉例：米国産牛肉
対日輸出施設対日輸出施設

対日輸出プログラム文書・記録の管理

役職員の研修

対日輸出プログラムに沿った処理

農業販売推進局（農業販売推進局（AMSAMS））

対日輸出施設の認定

査察の実施

適格品リストの承認

食品安全検査局（食品安全検査局（FSISFSIS））

FSIS査察官の研修

対日輸出証明書への署名

査察の実施

対日輸出条件の遵守対日輸出条件の遵守

特定危険部位（特定危険部位（SRMSRM）の除去）の除去

２０ヵ月齢以下の牛由来２０ヵ月齢以下の牛由来

対日輸出施設の認
定等の対日輸出プ
ログラムの管理を
行う部局

HACCPなど食品安
全の監督や証明書
の発行を行う部局

ノロウイルス食中毒対策ノロウイルス食中毒対策

平成９年

○食中毒統計の病因物質の対象に小型球形ウイルス（現ノロウイル
スに相当）を追加

平成１０年

○生食用かきの表示基準の改正：採取海域を追加

平成１６年

○ノロウイルスに関するＱ＆Ａの作成

厚生労働科学研究事業における

研究成果等を踏まえ、正しい知識

と現状等について整理したもの

平成１９年

○ノロウイルス食中毒対策

について（提言）

ノロウイルス食中毒対策ノロウイルス食中毒対策
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※東京都福祉保険局提供

感染したときの症状：感染後、２４～４８時間で、下痢、吐気、嘔吐、腹痛、発熱などの症状がでる。

通常、３日以内に回復するが、ウイルスは感染してから１週間程度ふん便中に排出され続ける。

消毒方法： ①他の微生物などと比べると熱に強く、８５℃で１分以上の加熱が必要。

②逆性石けん、アルコールの消毒効果は不十分で、次亜塩素酸ナトリウムが効果あり。

※調理従事者の健康管理と徹底した手洗い（物理的除去）が重要

食食 品品 表表 示示

食品の表示を所管する法律

JAS法 食品衛生法

原材料名

原産地
アレルギー

添加物

等 等

名称

遺伝子組換え

賞味期限

保存方法

製造者

等

景品表示法

商品選択 食品安全
の確保

公正な競争

食品衛生法 第１９条（１）
（表示の基準）

厚生労働大臣は、公衆衛生の見地
から、薬事・食品衛生審議会の意見
を聴いて、販売の用に供する食品若
しくは添加物又は前条第１項の規定
により規格若しくは基準が定められ
た器具若しくは容器包装に関する表
示につき、必要な基準を定めること
ができる。

食品衛生法 第１９条（２）

(表示の基準）

前項の規定により表示につき基準

が定められた食品、添加物、器具又
は容器包装は、その基準に合う表示
がなければ、これを販売し、販売の
用に供するために陳列し、又は営業
上使用してはならない。

表示が必要な食品の範囲（食衛法）

• 乳及び乳製品の成分規格等に関する省令〔乳等省令〕
– 乳、乳製品及びこれらを主原料とする食品

• 食品衛生法施行規則第２１条（別表３）
– マーガリン

– 清涼飲料

– 食肉製品

– 魚肉ハム、魚肉ソーセージ、鯨肉ベーコン等

– 冷凍食品

– 容器包装詰加圧加熱殺菌食品

– 容器包装に入れられた加工食品

– かんきつ類、バナナ 等
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表示すべき事項（食衛法規則）

• 名称
• 期限表示(消費期限、賞味期限)
• 保存方法
• 製造所又は加工所所在地（輸入業者営業所所在

地）
• 製造者、加工者又は輸入者の氏名、名称
• 添加物の表示
• アレルギー物質
• 遺伝子組み換え食品 等

表示すべき事項（名称）

食品及び添加物の名称については、そ
の内容を的確に表現し、かつ、社会通念
上すでに一般化したものを記載する。

→ 通知において例示している。

但し、他法令(JAS法・個別品表)等で規
定がある場合が多く、他法令に規定があ
る場合は、それに従う。

食品及び添加物の名称については、そ
の内容を的確に表現し、かつ、社会通念
上すでに一般化したものを記載する。

→ 通知において例示している。※

但し、他法令(JAS法・個別品表)等で規
定がある場合が多く、他法令に規定があ
る場合は、それに従う。

※食品衛生法に基づく表示について（昭和54年11月8日環食第299号）

表示すべき事項（期限表示①）
・消費期限

定められた方法により保存した場合において、
腐敗、変敗その他の品質の劣化に伴い安全性を欠
くこととなるおそれがないと認められる期限を示
す年月日をいう。

・賞味期限

定められた方法により保存した場合において、
期待されるすべての品質の保持が十分に可能であ
ると認められる期限を示す年月日をいう。ただし、
当該期限を超えた場合であっても、これらの品質
が保持されていることがあるものとする。

表示すべき事項（期限表示②）
• 消費期限を表示すべき食品

– 品質が劣化しやすく、製造日を含めておおむね５日以内
で品質が急速に劣化する食品。

– 例えば、弁当、調理パン、そうざい、生菓子類、食肉、
生めん類など。

• 賞味期限を表示すべき食品

– 消費期限を表示すべき食品以外の食品であり、品質が比
較的劣化しにくい食品。

– 例えば、スナック菓子、即席めん類、缶詰、乳製品など。

表示すべき事項（期限表示③）

• 一般的に、傷みやすい食品には消費期限、
比較的傷みにくい食品等には賞味期限を表
示する。

• なお、通常、いずれの期限表示とも、「年
月日」まで表示する。ただし、賞味期限を
表示すべき食品のうち製造日から賞味期限
までの期間が３ヶ月を超えるものについて
は、「年月」で表示してもよい。

表示すべき事項（保存方法）
• 保存方法の表示は、期限表示にできるかぎり近
接して記載する。

• 保存方法の基準が定められている食品
→その基準に合う保存方法を記載する。

• 保存方法の基準が定められていない食品
→具体的かつ平易な用語をもって記載する。

• 表示例
→「保存温度10℃以下」、「4℃以下で保存」

• 常温で保存する旨の表示については、省略する
ことができる。
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表示すべき事項
（製造所等の所在地及び氏名の表示）

（所在地の表示）
・製造所（加工者を含む。以下同じ）の所在地の
表示は住居番号まで記載する。
・輸入品にあっては、製造所所在地の代わりに輸
入業者の営業所所在地を記載する。

（氏名の表示）
・法人の場合は、法人の名称を記載する。
・個人の場合は、個人の氏名を記載する。この場
合、屋号等の記載に代えることはできない。

※製造所所在地及び製造者氏名には例外規定がある。
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わかりやすい食品表示への改善

• 食品の表示は複数の法律に従い規定

食品衛生法

ＪＡＳ法

景表法

公衆衛生の観点

消費者への情報提供

公正な競争の確保
※このほか、計量法等の規制あり

一覧できない、不整合等の問題

共通パンフレットの作成
相談窓口の一元化

（食品衛生法）
厚生労働省、日本食品衛生協会、保健所等（食品
衛生監視員）が相談業務を実施

（ＪＡＳ法）
農林水産省、農林水産消費技術センター、都道府
県（ＪＡＳ法担当部局）が、相談業務を実施

（以前）

ワン・ストップ・サービスの開設

・社団法人日本食品衛生協会 及び独立行政法人農林水産消費技術センターに、試験的に設置
・実施結果を踏まえ、必要な改善を図る

（相談等の内容）

（各法バラバラに相談受付）

分かりやすく、適正な食品表示の推進

消費者・事業者からの表示に関する相談受付

表示に関する苦情・違反に関する対する情報の受付及び関係機関
への速やかな回付

食衛法及びＪＡＳ法に基づく

（効果）

（現状）

食品の表示に関する一元的な相談窓口
（ワン・ストップ・サービス）

毎週木曜日０９２－６５１－５５０５福岡市食品衛生協会

毎週木曜日０７８－３３１－７６６３農林水産消費技術センター
神戸センター表示指導課

毎週水曜日０４８－６００－２３６６農林水産消費技術センター
表示指導課

毎週金曜日０６－６２２７－６２２２大阪食品衛生協会
消費安全情報相談室

毎週火曜日０５２－２３２－２０２９農林水産消費技術センター
名古屋センター表示指導課

毎週月曜日０３－３４０３－４１２７日本食品衛生協会

食品安全情報相談室

開催日電話番号名称

食品等事業者の責務食品等事業者の責務
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食品の食品の安全確保に関する法規制と事業者の責務安全確保に関する法規制と事業者の責務 ②②

食品食品衛生法（昭和２２年法律第２３３号）衛生法（昭和２２年法律第２３３号）

第１条第１条 目的目的

第２条第２条 国及び都道府県等の責務国及び都道府県等の責務

第３条第３条 食品等事業者の責務食品等事業者の責務

食品等事業者は、その食品等事業者は、その・・・・・・、輸入し、、輸入し、・・・・・・又は営業上又は営業上

使用する食品、添加物、器具又は容器包装について、使用する食品、添加物、器具又は容器包装について、

自らの責任においてそれらの安全性を確保する自らの責任においてそれらの安全性を確保するため、ため、

販売食品等の安全性の確保に係る販売食品等の安全性の確保に係る知識及び技術の習知識及び技術の習

得、販売食品等の原材料の安全性の確保、販売食品等得、販売食品等の原材料の安全性の確保、販売食品等

の自主検査の実施の自主検査の実施その他の必要な措置を講ずるよう努その他の必要な措置を講ずるよう努

めなければならない。めなければならない。
※食品等事業者：食品の採取、製造、輸入、加工、販売等を行う事業者や集団給食施設等をいう。

（第３条関係）

１．通常時の措置１．通常時の措置

・知識及び技術の習得
・原材料の安全性の確保
・自主検査の実施等に努める。

必要な限度において、仕入元の名称等の記録の作成・保存に努める。

食中毒発生時の原因究明・被害拡大防止に活用

・２の記録の国・自治体への提供
・廃棄等の措置を適確・迅速に講ずるよう努める。

３．危害発生時の措置３．危害発生時の措置

２．記録の作成・保存２．記録の作成・保存

食品の食品の安全確保に関する法規制と事業者の責務安全確保に関する法規制と事業者の責務 ③③

食品等事業者の記録保存の努力義務食品等事業者の記録保存の努力義務

消費者

輸入業者

生産業者

原材料、製品等の流れ

小
売
業
者

食中毒
発生

卸
売
業
者

加
工
業
者

仕入元の名称等の記録参照に
よる原因究明・被害拡大防止

仕入元の
名称等の
記録

仕入元の
名称等の
記録

仕入元の
名称等の
記録

仕入元の
名称等の
記録

仕入元の
名称等の
記録

仕入元の
名称等の
記録輸入業者

生産業者

原
因
究
明

（第３条第２項・第３項関係） 食の安全・安心食の安全・安心

食の安全食の安全 ← サイエンスサイエンス

食の安心食の安心 ← コンプライアンスコンプライアンス

企業モラル企業モラル

リスクコミュニケーションリスクコミュニケーション

http://www.mhlw.go.jp/topics/bukyoku/iyaku/syoku-anzen/index.html

厚生労働省 食品安全情報 緊急情報

食の安全に関するQ&A

食の安全に関するリスクコ
ミュニケーションの取り組み

分野別施策

食中毒

食品添加物

食品中の残留農薬・動物
用医薬品・飼料添加物

牛海綿状脳症（BSE）

遺伝子組換え食品

健康食品

輸入食品

・
・
・
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＜参考＞講演会における質疑応答内容（抜粋） 

 

講演Ⅰ「調理冷凍食品の課題と今後の展望」に関する質疑応答 

 

（Ｑ１）電子レンジや冷蔵庫の普及と冷凍食品の売り上げに関連するデータがあったが、冷凍

庫のスペースと売り上げに関連するデータはないか。 

（Ａ１）調べていないので、分からない。 

 

（Ｑ２）主婦などは割引の時しか冷凍食品を買っていないが、それについて何か対応策はない

か。 

（Ａ２）お客様が割引目的買いしているのを直さねばならない。各社は通常売価でのプロモー

ションを行うと共に、店舗にも地道な活動を通じて理解してもらう必要がある。 

 

（Ｑ３）賞味期限は年月表示でも良いと考えており、その旨提案しているが現場では積極的で

はない。 

（Ａ３）それについてはロット管理ができていれば、年月表示でも問題ないと考えている。 

 

（Ｑ４）食品の位置付けとして、「安全・安心・おいしい」に加え「健康」のキーワードが必

要ではないか。 

（Ａ４）医者から現代人は健康に良いものを摂取していないと聞いた。一汁三菜の生活は全体

の５％でしかない。食形態が変化している中で冷凍食品がどう関与していくかが重要だ

と思う。農林水産省は「めざましごはんキャンペーン」を行っており、このようなキャ

ンペーンに参加していくこともよいのではないか。 

 

 

講演Ⅱ「食品リサイクル法について」に関する質疑応答 

 

（Ｑ１）フライ類に使用する食用油の廃棄量は、全体の廃油の何％にあたるのか。また、冷食

に油ちょう製品が増えており、量的な確認が必要ではないか。 

（Ａ１）把握はしているが、今手元にデータは持っていない。一方で食料自給率が40％を切っ

た。農水省でも油の使用量を減らすよう技術開発を行っている。 

 

（Ｑ２）油ちょうはディープフライが多いが、熱スプレー方式の導入等、発生抑制についての

指導が重要ではないか。 

（Ａ２）もっともだ。技術的部分も重要なので農水省に意見を伝えたい。 

 

（Ｑ３）リサイクルはかえってCO2を余分に発生させるケースがある。例えばプラスチックを

再生するより燃料にしたほうがいいということもあるが、国や研究機関での取り組みは

あるのか。また、エコフィードについて国や研究機関でも取り組み始めたか。 
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（Ａ３）行政の取り組みは把握していない。エコフィードは農林水産省の畜産部局で取り組ん

でおり、ガイドラインも出来るなど大分進んでいる。研究は農政局レベルで目標を定め

て取り組んで成果も上がっており、資料の提供も可能である。 

 

 

講演Ⅲ「最近の食品衛生監視に係る話題」に関する質疑応答 

 

（Ｑ１）期限表示のやり方はメーカーに任されており、メーカーには科学的根拠が求められて

いるが、中小企業はほとんどが経験的に行っているのではないか。行政として監視・指

導はしているのか。 

（Ａ１）保健所も立ち入りの際、賞味期限の設定根拠については必ず確認している。根拠をき

ちんと示せないというのは指導の対象となる。例えば、珍味等は業界団体が主導して総

合的に実験し、期限表示を決めているので、中小企業にとってはこういった取り組みが

参考となるのではないか。期限表示は自分で決めた以上は守るのが当然であり、安全係

数があるからもう少し伸ばしても大丈夫等としては意味がなくなってしまう。あくまで

も安全係数は予備的なものだ。 

 

（Ｑ２）賞味期限表示だけでなく、製造年月日表示を行うのがあるべき姿ではないのか。 

（Ａ２）日付表示が賞味期限表示に変わり、一般消費者はその食品がどの程度保つのかを感覚

的に掴めなくなった。製造年月日表示の時代と比べて、食中毒は目立って減っていない。

製造年月日も１つの目安として重要であり、自主的に表示することは構わない。 

 

（Ｑ３）工場にも派遣労働者がいて、彼らは検便対象外となっている場合がある。それに対す

る指導はどうなっているのか。 

（Ａ３）食品製造に従事する者は確かに検便を行う必要があり、望ましくない事例であり、当

然指導の対象となる。余り職を転々として、検便も受けていない人の場合は、雇用の際

に考慮する必要がある。 

 

以上 
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＜行政情報＞ 
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＜文献紹介＞ 

 

『ここがポイントかな？ 食品冷凍技術』 

新着文献情報 その18：平成20年１号（平成19年11月～平成20年１月） 

 

東京大学農学国際専攻（日本冷凍空調学会 参与） 白石 真人 

１．はじめに 

「白身の旨さの新常識！ “旨み”と“死後硬直”の関係を科学する」…「獲れたてピチピ

チが旨いって本当？」（文献１）。メトロの中ずりのdancyu広告で「築地の食べ方、魚好きに贈

る大特集」の「2008年、マグロが消える」「早ければ春にも冷凍マグロがなくなり、生マグロ

が高騰する」というのが地下鉄の中にありました。翌週の非常勤の講義の参考資料に悩んでい

た時なので読んでみました。最先端の話題ではないが教科書の内容を築地の名店の職人の専門

知識と関連させてまとめてあり、学術書とは違った切り口に興味を引きました。今回は「食品

冷凍」がテレビ番組で取り上げられ、その話題の１つが朝日新聞の記事（2008.2.10、be on 

Sunday ｓ5、文献２）になっていました。『技あり』「瞬冷凍庫で、ゆっくり冷やし食感残す」

新しい家庭用冷凍庫の新技術を紹介しています。新技術は過冷却というよく知られた凍結現象

により瞬間的に食品を凍結することを実用的に利用できるような冷凍庫を開発したという。何

日か前にテレビでもこの技術が紹介されていたが新聞では赤外線温度センサーで食材の温度を

つかみながら、冷気がじかに食材に当たらないように気流を制御しているという。工業用の急

速凍結装置と異なる発想で省電力で食品を家庭で急速凍結できるようになったということであ

れば、家庭用の専用食品製造冷凍装置（フリーザー）の開発・普﨤の可能性が見えてくるのか

もしれない。 

 

２．生き物の不思議：凍結状態で生きる植物（文献 ３） 

植物は環境変化特に低温（あるいは凍結）条件下で生存する仕組みを獲得している。特に

「低温馴化（cold acclimation）」と呼ばれる複雑な機構は分子レベルでよく研究されている。

原報では1980年のLevittの総説から現在の岩手大学での21世紀COEプログラム「熱―生命シス

テム相関学拠点創成」までのこの分野の取り組みと研究成果が総述されている。原報でも「細

胞内凍結をして生存している細胞は未だ確認されていない」と記されている。 

原図１に凍結温度における適応戦略による植物分類（Levitt,1980 [2nd Edition]を改変）

がでている。図書館の1972年版の同書の図（p75、第７章 Freezing resistance-type, 

measurement, and changes）ではAvoidance → Freezing → Any freezing、（4）intracellular 

freezing, Any freezing →（2）By supercooling、（3）By lowering the freezing point, 

Freezing となっているが それに相当すると思われるところは氷晶形成回避（Avoidance of 

ice formation）→ 無凍結水（Absence of freezable water）、器官外凍結（Extraorgan 

freezing）、過冷却（Supercooling）、ガラス化（Vitrification）となっている。馴化という

現象はその情報は親から子どもには伝わらず、同一世代の中で発現させる遺伝子を変えること

により、短期間で必要な形質を獲得する現象であるということで、まだ完全理解には至ってい
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ないとしても、植物細胞の凍結障害発生は細胞膜の損傷が初発原因であることはほぼ舞い違い

ないということであり、冷凍野菜の品質向上の夢が実現する日も近いのかもしれない。 

21世紀COEプログラム（http://www.iwate-u.ac.jp/coe/）は平成16年度から始まっているの

でその実用化につながる成果の発表が期待される。 

 

３．土壌の凍結融解をめぐる土壌微生物学研究の進展、凍結融解土壌における亜酸化窒素発生

の機構解明と関連して（文献 ４） 

自然現象である凍結土壌の分布域、凍結の深さを決定する気象・土壌環境要因、凍結速度・

温度が氷の結晶構造に及ぼす影響、凍結による土壌の物理性の変化などの研究成果がまとめら

れている。特に地球環境問題との関連から近年、土壌の凍結融解と関連した土壌からの亜酸化

窒素発生に関する優れた研究成果が主に海外で報告されているという。食品冷凍と述語、概念

は共通していると推察されるが、凍結融解条件下における土壌微生物の生残に凍結しない液体

（不凍水）の存在が重要とされている。細胞内及びその周辺の水を凍結させないことで凍結融

解耐性を発揮する（不凍タンパク、氷核タンパクなど）以外に、土壌中の不凍水が発生すると

ころで生存しているといえることから、凍結状態にあっても微生物反応において利用可能な水、

不凍水を定量的に把握することが重要な課題としている。不凍水の測定法はTDR法、パルスNMR

法などであり両者の測定結果は非常によく一致している。不凍水の評価方法として溶液化学平

衡計算に基づく推定法がこの分野で利用されている。凍結中に表層土壌で亜酸化窒素の生成が

起きるのは微生物反応であると現在理解されている。不凍水中での亜硝酸イオンと有機体窒素

とが反応する化学脱窒の寄与についての余地も残されているようである。融解した表層土壌で

脱窒活性が高まる現象に関連して微生物の分子生物学的手法を用いた解析から土壌の凍結融解

により脱窒遺伝子が発現することが報告されている。食品とは微生物相の様相が異なるかもし

れないが、食品に結びつけば画期的なイノベーションになるかもしれないと思われる興味深い

内容である。 

 

４．微小な氷で分子を分ける（文献 ５） 

2006年にAnal. Chem. に発表された”Ice chromatography. Characterization of water-ice 
as a chromatographic stationary phase”（文献 ６）の解説であるが、原報を急いで探しに

行きました。氷微粒子を固定相として用いるクロマトグラフィーが開発されたということです。

氷の表面のOHサイトが溶液に含まれる溶質分子のヒドロキシ基やエーテル部位と水素結合を形

成することで、物質の分離反応場として機能して分離が可能になっている。氷結晶（アイス）

クロマトグラフィーの可能性については1997年のDasguptaらの報告があるが、氷表面の役割や

機構については明らかにされていなかった。本報では氷の微粒子は微小水滴を液体窒素中に噴

霧して直径20～100μmの粒子径で調製され、液体窒素で冷却された樹脂製カラムに充填された。

移動相にはテトラヒドロフラン（THF）／ヘキサンの混合溶媒が使用された。カラム、溶媒な

どは－12～－15℃で使用された。これらの結果は氷表面のOHサイトが吸着機能として有効であ

ることを示した画期的な成果と思われる。実用的な面ではカラムで分離した後、氷を溶かして

容易に目的物を採取することなどにも興味がもたれている。 
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５．氷結晶クロマトグラフィー：水―氷結晶固定相における溶質保持時間のモディフィケーシ

ョン （文献 ７） 

前報の続報である。氷結晶クロマト法は分離分析ツールとして実用的な可能性が示されたが、

現状では一般的な高速液体クロマトグラフィー（HPLC）と比べると物質の分離効率は高くない。

本報では移動相の組成を変える、水―氷結晶（固定相）の表面を修飾する、水―氷結晶（固定

相）に機能性分子を移植するなどの方法を検討し、分離効率と分離のメカニズムについて議論

している。図３にxylenediol, hydroquinone, resorcinol, P-HBAがそれぞれ分離したピーク

として示されたクロマトグラムが出ている。第１報でも図２にhydroquinone, resorcinol, 

HBAのクロマトグラムがそれぞれ単一のピークとして示されている。ピークのリテンションタ

イム（保持時間）は違っているが、混合するとショルダーが重なりそうな感じがすることから

すればかなり改良されているのかもしれない。移動相への添加物としてはhydroquinoneと

DB24C8（dibenzo-2,4-crown-8）の分離に対するTHF, triethyleneglycol dimethylether, 1-

dodecanol などの添加効果が図４に示されている。 

異なった５本のカラムでのリテンションタイムの標準誤差が５％の範囲に入っているようで

あり、どのように普及していくのかたいへん興味深い。カラムの耐久性について触れたところ

もあるが、氷結晶の再結晶化を防ぐ必要があるのかなども気にかかるところです。 

 

６．組成データから凍結畜肉と魚肉のエントロピーと熱伝達率の予測（文献 ８） 

食品を凍結する時その製造工程では凍結する食品の熱物理学的特性が判っているいつかどう

かが非常に重要である。本報では凍結肉製品の熱物理学的特性をそれらの組成データだけを用

いて予測することができる精度の高いモデルを報告している。この重要な食品の熱物理学的特

性の変化は凍結中に食品中の水が氷結晶になることによるが、簡単に実測値として得ることは

難しい。理論式の取り扱いの１つのポイントは温度の関数として氷結晶形成量を予測計算する

ことがある。食品の凍結中の氷結晶の生成により食品中の未凍結水（unfrozen liquid 

phase）が凍結濃縮され、水分活性が低下する。食品中の氷結晶相は溶質を排除しているし、

周囲の溶液相と熱的平衡状態にある。これらのことからある温度Tの時に形成されている氷結

晶量は未凍結液体相の水分活性awによって決定される。水分活性と温度の関係はClausius-

Clapeyron の式で表される。エンタルピーは氷、水のそれぞれの比熱と温度の関係式から算出

している。熱伝達率の予測は組成だけでなく構造の影響もあるためかなり複雑な推定式になっ

ている。図１の食塩溶液の水分活性の予測ではラウルの法則による式（Raoult）とPitzerの式

と実測値の当てはめが出ている。図２の相図でのプロットも実測値とよくあっている。ラム肉

（lean lamb）、牛肉（lean beef）、鶏肉（lean chiken）、など畜肉類、ほうぼうなど魚肉類、

ハム・ソーセージ類、ハンバーガー、内臓類、ひき肉、すり身などについて比熱、凍結点など

の予測値が表３にまとめられている。それぞれ熱物性特性値が温度の関数として図３～10に図

示されている。エンタルピーはかなりの精度で予測可能であったが、熱伝達率の予測精度向上

のためにはさらに食品中に生成される氷結晶の微細構造などの理解がさらに必要なのかもしれ

ない。 
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７．冷凍の特集の紹介 

11月号の特集は「いろいろな分野で活躍する冷凍・冷却技術」である。特集にあたって（始

関修一）１．食品と冷凍技術、１－①（秋月隆宏）、食品の凍結濃縮技術、１－②（原田剛

臣）フリーズドライと冷凍技術、２．先端技術と冷凍空調技術、２－①（新野孝男・白田和

人）植物資源の超低温保存等である。食品技術講座3は「食品への品質評価技術」第８回、水

産原料の加工適正評価（杉本昌明）である。 

12月号は「IIR第22回国際冷凍会議報告記」、食品技術講座３は「食品の品質評価技術」第９

回「食肉の評価技術―センサー技術を用いた牛肉の風味の評価―」（岡山高秀）である。 

１月号の特集は「省エネルギーを目的としたリニューアル」である。食品技術講座は「食品

の品質評価技術」「第10回農産加工品の品質評価技術（稲熊隆博）である 

 

８．おわりに 

冷凍食品の中国産餃子から有機リン酸系の高濃度の農薬が特定の製品から検出されたという

記事が大きく新聞の一面で報道された。まだ原因は特定されていないが、食品の安心・安全に

関わる行政、生産・流通・販売など多方面に大きな変化をもたらすことになりそうであり事態

の推移は慎重に見極める必要があると思われるが、長年培って来た高品質を目指す企業努力が

高く評価されるところも多いのではないかと思われる。ポジティブリスト制度が施行され何か

と話題の多い残留農薬問題ではあるが、非常に高価な高性能の分析機器を駆使した定量法、検

出法、一斉分析法などの開発が行われている。高度な熟練と高価な分析コスト、煩雑な精製法

など課題も多い。現場では１次スクリーニング的な迅速簡便な分析法についての要望が多いが、

最近有機リン酸系農薬等の酵素活性阻害アッセイを比色反応で微量定量する実用的な検出キッ

トが市販されたようである。海外で

はイタリアで2007年６月10日に発売

されたとの記事もあるが、日本でも

２月から販売されたようである。マ

イクロプレート アセチルコリンエ

ステラーゼ阻害活性試験法（MAIA

法）で、操作法の概略を図に示した。

（文献９）市販のキットでは48テス

トで115,000円となっている。比色

法の原理は1961年頃に発表されてい

るが、2001年頃からマイクロプレー

ト法の開発が一気に進んだものと思

われる。冷凍誌３月号の食品技術講

座として「品質保証のための分析セ

ンターでの品質評価技術」を書いた

が、技術革新、社会意識の変化に外

野席から見ていても疲労感を強く感

じる思いがします。 
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＜日冷検情報＞ 

2008年２月25日 

財団法人 日本冷凍食品検査協会 

 

加工食品の有機リン系農薬５項目同時分析の受託開始について 

 
 

 

今般の中国産冷凍ギョウザに端を発する問題において、検出が確認されている成分

（メタミドホス/ジクロルボス/パラチオン/パラチオンメチル/ホレート）の５

項目同時分析の受託を開始しました。 

 
 
■分析料金 32,000円（税別） 

■標準納期 中２日 

[例]月曜お預かり → 木曜ご報告 

金曜お預かり → 翌週水曜ご報告 

※納期については依頼の混み具合により変わりますので、 

お問い合わせください。 

■検出限界 0.01ppm 
※加工食品の種類により検出限界が上がることがあります。 

■必要検体量 300g 

■その他 単項目及びその他の項目の組み合わせにつきましては、料金が 

変わります。また、この５項目を含む有機リン系農薬46項目一斉

分析も実施しております。 

詳細は、お問い合わせください。 

 
 
 
                                 URL  http://www.jffic.or.jp/ 

試験業務部 ＴＥＬ 03-3438-1981 

各事業所/検査所 http://www.jffic.or.jp/place/index.html 

ご依頼方法 http://www.jffic.or.jp/support/index.html 

 

 

 

財団法人 日本冷凍食品検査協会

お問い合わせ先 
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2008年２月25日 

財団法人 日本冷凍食品検査協会 

 

 

加工食品の有機リン系農薬46項目一斉分析 

（H20.2.8厚労省基準審査課通知45項目＋ホレート）の 

受託開始について 
 

 

 

平成20年2月8日付け事務連絡（厚生労働省医薬食品局食品安全部基準審査

課）により示された45項目にホレートを追加した有機リン系農薬46項目※一斉分

析の受託を開始しました。 

＊項目の詳細については別紙参照 

 

 

 

■分析料金 60,000円（税別） 

■標準納期 中３日 

[例]月曜お預かり → 金曜ご報告 

木曜お預かり → 翌週水曜ご報告 

※納期については依頼の混み具合により変わりますので、 

お問い合わせください。 

■検出限界 0.01ppm 
※加工食品の種類により検出限界が上がることがあります。

■必要検体量 300g 

 

 

 

                    URL http://www.jffic.or.jp/ 

試験業務部 ＴＥＬ 03-3438-1981 

各事業所/検査所 http://www.jffic.or.jp/place/index.html 

 

 

 

財団法人 日本冷凍食品検査協会

お問い合わせ先 
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（別紙） 

加工食品の有機リン系農薬４６項目一斉分析 

    

No. 項目名 No. 項目名 

1 ＥＰＮ 26 パラチオン 

2 ジメチルビンホス 27 パラチオンメチル 

3 アセフェート 28 ピラクロホス 

4 イソフェンホス 29 ピリダフェンチオン 

5 イプロベンホス 30 ピリミホスメチル 

6 エチオン 31 フェニトロチオン 

7 エディフェンホス 32 フェンスルホチオン 

8 エトプロホス 33 フェンチオン 

9 エトリムホス 34 フェントエート 

10 カズサホス 35 ブタミホス 

11 キナルホス 36 プロチオホス 

12 クロルピリホス 37 プロパホス 

13 クロルピリホスメチル 38 プロフェノホス 

14 クロルフェンビンホス 39 ホサロン 

15 サリチオン 40 ホスチアゼート 

16 シアノフェンホス 41 ホスメット 

17 シアノホス 42 ホルモチオン 

18 ジクロフェンチオン 43 マラチオン 

19 ジクロルボス及びナレド 44 メタミドホス 

20 ジメトエート 45 メチダチオン 

21 スルプロホス 46 ホレート 

22 ダイアジノン   

23 チオメトン   

24 テルブホス   

25 トルクロホスメチル   
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＜編集後記＞ 

昨年末から、中国の工場で製造された冷凍餃子を食べた方が食中毒をおこし、日本での使用

が禁止されている有機リン系殺虫剤であるメタミドホスがその原因である事が報じられていま

す。又、検査範囲を広げた結果、同じく有機リン系殺虫剤であるジクロルボスも検出されたと

の報道もありました。 

今回は、平成14年の中国産冷凍ホウレンソウで大騒動になった事を始めとして、その後多く

の輸入食品で違反事例とされてきた内容に対し、食品自体以外に包装用フィルムの内側や外側

からも検出されたり、その濃度が通常の農薬使用では野菜に残留していると思われる濃度を遥

かに超えた値であったりという点でかなり異なっています。 

汚染範囲が広く、中国の工場で故意により混入された疑いも含めて、まだその原因は明らか

になっていません。昨年アメリカで発生した塗料に基準値を超える鉛を含んだ玩具等での報道

含め、中国製品全般が危険であるとの認識が続いており、不信感をもっていたところでの事件

であった為、その影響は大きく、市場では中国で製造されたものは店頭から撤去したり、外食

や中食で中国産原料を国産へ切り替える等のケースも出ています。 

地球温暖化の観点から石油燃料に変わり、リサイクル可能な植物資源をエネルギーソースと

する考え方が進んだ事により、各種の食料品の価格が上がる一方で、国内の食糧自給率が低下

の一途を辿る現状では、中国産の食材を廃して国産へ変更する事で家庭の食費が嵩む傾向は避

けられないと思われます。また中国産の食材を使うとしても、オリンピックを控え経済成長著

しい中国では、賃金も物価も上昇しますし、安全を求めて圃場や工場に対して今まで以上に管

理を徹底させ、検査頻度を高めてゆけば当然その費用は食品の価格へ反映せざるを得ません。 

国で定めた残留農薬の検査法は、今までは主に食材およびそれらの簡易な加工品を対象とし

ていましたが、今回の事件を契機に、高濃度となってはいますが、加工食品中に残留する農薬

メタミドホスの試験法が通知されました。加工食品は複数の食材から構成され、しかも調理条

件が複雑である事から、検査が難しく今まで公的な検査法は通知されてきませんでした。しか

し国民の不安に対して、国立医薬品食品衛生研究所を中心に今後は国として加工品の検査をす

る方向性が示された事から、検査精度やその妥当性の問題は残りますが、今後は原料レベルで

の検査に加えて､民間でも製品での検査を当たり前とする風潮が強まる可能性もあり、これも食

品の価格に跳ね返る原因となりえます。 

食品は安全・安心が前提条件ですが、安価なものではやはりその確認には限度が出て来ると

思います。お客様に納得して頂く為には、産地の選定も含めた原材料の上流管理に始まる素材

に拘る姿勢から始め、工程での管理は言うに及ばず、確認・検証も密にする必要があります。

日本では世の中が全体的に安全・安心となっていますが、安全・安心にはそれ相応の対価が必

要であり、改めてこれを見つめ、冷凍食品業界としても消費者へアピールする事で、対応して

いく時期に来ているのではないでしょうか。２月17日現在で今回の騒動の原因は判明していま

せんが、どういう形にせよ早く究明が行われる事を願ってやみません。      （山本） 
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